
１　人口減少・高齢化対策プロジェクト

整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

1 課題解決型人材育成モデル事業 継続 総務部 私学・法人課

　高度なICT技術を有する会津大学生などを含む専門チームを編成し、地域の企
業に派遣してデータ解析を中心とした手法で課題を解決するとともに、そのノウハ
ウにより様々な企業の課題解決に活用可能なツールを開発し、さらに参加する学
生の人材育成を図る。

19,839

★ 2 会津大学IT起業家育成事業 継続 総務部 私学・法人課

　大学発ベンチャーをこれまでも多く輩出している会津大学において、学生を中心
に、これまで以上に多くの起業家輩出を図るため、起業の成功をサポートする取
組を実施し、新たなIT起業家や、地元ITベンチャー企業で活躍する人材を育成す
る。

17,182

☆ 3 ＩＣＴまちづくり推進事業 新規 企画調整部 情報政策課

 市町村におけるICTを活用したまちづくりの取組を推進するため、健康、地域おこ
し・観光と防災を組み合わせた総合的なまちづくりアプリ開発を県と市町村が共同
で行う。
 また、事業で構築したアプリを県内市町村に展開していくため、ICT復興まちづく
り検討会を実施する。

32,988

4
市町村生活交通対策のための補
助

継続 生活環境部 生活交通課
　生活路線バスの維持など、地域の実情に即した生活交通対策事業を実施する
市町村を支援することで県民の生活の足を確保する。 161,360

5 鳥獣被害対策強化事業 継続 生活環境部 自然保護課
　ツキノワグマやイノシシ等の野生動物による人的被害や農林業被害が深刻化し
ているため、適正な対策をとることで被害を減少させ、県民の安全な生活の確保
を目指す。

158,684

★ 6 健康長寿ふくしま推進事業 一部新規 保健福祉部 健康増進課

　県民全体の健康に関する意識付けが強化され、地域間の健康格差を解消し、
本県で生活することで健康になれる「健康なまち（県）づくり」を推進するため、県
民への健康インセンティブの付与や福島県版健康データベースの構築、県民等
への健康情報の発進等を県全体で効果的に取り組む。

71,449

☆ 7 健康ビジネス創出支援事業 新規 商工労働部 商工総務課

　健康ビジネス創出に向けた意識高揚や全国の先駆的取組を県内企業等へ横展
開するため、シンポジウムや商談会を開催する。
　また、県内企業による県産農産物を使用した高齢者・要介護者向け食品の開発
実証事業や、県内食品製造企業の県内外のスーパー等への販路開拓の支援を
行う。

12,637

★ 8
将来を担う産業人材確保のための
奨学金返還支援事業

新規 商工労働部 商工総務課
　本県産業の将来を担う優秀な人材を確保するため、地域経済を牽引する業種
へ県内就職する学生に対し、奨学金返還の支援を行う。

78,034

★ 9
チャレンジふくしま中小企業上場支
援事業

新規 商工労働部 商工総務課
　本県出身首都圏大学生などのUターン就職の受け皿となる魅力ある県内企業を
増やすため、県内金融機関と連携して県内の上場企業を増加させる。

5,679

★ 10
原子力災害被災事業者等総合支
援事業 一部新規 商工労働部

経営金融課
雇用労政課

　中小企業・小規模事業者の身近な支援機関である金融機関、商工会等、税理
士のほか専門的支援機関が連携し、対応が難しい経営課題の解決方針を検討す
る委員会を設置して効果的な支援を実施するとともにモニタリング巡回相談会に
より実効性を高める。
　また、県内企業が首都圏から専門的な知識を有する人材を受け入れる場合、お
試し就業期間における人件費等を助成する。

61,435

★ 11 ふくしま就職応援事業 一部新規 商工労働部 雇用労政課

　就職支援窓口である「ふるさと福島就職情報センター」を拠点とし、首都圏及び
県内の学生等若年者や一般求職者に対して、きめ細かい就職相談やマッチング
支援、県内企業の魅力情報の発信、企業に対する採用活動の支援等を行うこと
により、県内産業の人材の確保・定着を図る。
　また、県内５か所及び広野町にふくしま生活再建支援センター（仮称）を設置し、
避難者や被災者に対してきめ細かい生活･就労相談等を行うことにより、生活再
建、帰還促進へ向けた支援を行う。

221,920

★ 12 ふくしまものづくり人材確保事業 新規 商工労働部 企業立地課
　本県経済を支えるものづくり企業の産業基盤強化を目的とし、県内外大学、県
内高校に対し県内企業の情報発信と工場見学会等を行い、ものづくり企業の人
材確保につなげる。

17,383

13
戦略的産業復興人材育成支援事
業

一部新規 商工労働部 産業人材育成課
　県内の産業復興に向けて、その担い手となる人材育成を義務教育段階から在
職者までトータルで支援するための体制整備と事業展開により、産業人材育成を
推進する。

9,909

★ 14 まちなか活性化担い手育成事業 新規 商工労働部 商業まちづくり課

　東日本大震災及び原子力災害の影響とともに、経営者の高齢化や、後継者不
足等により賑わいが失われているまちなかの復興を担う人材や商店街の若手後
継者等を育成する。

19,127

★ 15 リノベーションまちづくりプロジェクト 新規 商工労働部 商業まちづくり課

　地域住民、市町村、民間事業者が協働で今ある地域資源を活かし、磨き上げ、
活用するために、まちの魅力の核形成に対する支援やリノベーションまちづくりの
担い手育成に取り組む。

28,232

★ 16 ふくしま産業人材育成支援事業 継続 商工労働部 産業人材育成課
　県内中小企業の工場長等を対象としてＱＣＤ（品質、コスト、納期）向上に資する
カリキュラムを実施し、生産プロセス面での向上を図り、県内中小企業の企業力
強化及び活力溢れる地域経済の構築を図る。

10,846

★ 17 ふくしまＤＭＯ推進プロジェクト事業 新規 観光交流局 観光交流課
　依然として風評被害に苦しむ本県観光の再生と観光による地域づくりを促進す
るため、観光地の維持・成長に向けて総合的なマネジメントを担う組織である「日
本版ＤＭＯ」の形成を推進する。

27,908

★ 18
ふくしまヘルスツーリズム実証モデ
ル事業

新規 観光交流局 観光交流課
　本県観光の復興と地域経済の活性化を図るため、新たなヘルスケア産業の創
出の一環として、健康増進をテーマとした観光素材を提供する「ヘルスツーリズ
ム」を推進する。

6,278

★ 19 クリエイティブ伝統工芸創出事業 新規 観光交流局 県産品振興戦略課
　本県の伝統工芸産業の新たなブランド価値を創出するため、地方でのものづくり
に興味・関心が高い様々な分野のクリエイターと県内の伝統工芸事業者等との
マッチングを行う。

30,559

①　住みやすい・働きやすい県づくり

　　　重点事業　全事業一覧（重点プロジェクト別）

☆★：「平成28年度 当初予算主要事業一覧」掲載事業（うち★は「総合計画11の重点プロジェクト」掲載）

※主たるプロジェクト以外の関連するプロジェクトへ掲載する場合に「再掲」と表示しております。
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

★ 20
“絆”で拓く！ふくしま未来農業創出
事業

新規 農林水産部 農業振興課
　過疎・中山間地域において企業等との連携による農業の新たなビジネスモデル
を実証し、先端モデル経営体の設立により、新たな雇用を創出する。

41,836

★ 21 ふくしま「医食同源の郷」づくり事業 新規 農林水産部
園芸課

農業振興課

　薬効成分、健康機能性を持つ工芸農作物の生産拡大、販売拡大に向けた取組
に対して支援するとともに、おたねにんじん、エゴマの低コスト安定生産技術等の
試験研究を行う。

51,105

☆ 22 地域産業６次化戦略推進事業 継続 農林水産部 農産物流通課
　本県農林水産業の復興のため、農林漁業者の異業種への参入を推進するとと
もに、県産農林水産物を活用した売れる６次化商品づくりを支援し、所得の向上と
雇用の確保を図る。

85,309

★ 23
福島県空き家・ふるさと復興支援事
業

継続 土木部 建築指導課
　空き家を活用して、定住・二地域居住、被災者等の住宅再建を推進し、地域の
活性化や復興を進めるため、市町村の空き家実態調査、被災者等の空き家改修
等に係る費用に対し補助金を交付する。

105,300

☆ 24 道の駅を拠点とした観光促進事業 一部新規 土木部 道路整備課
　現在の道の駅は休憩として立ち寄る施設から観光・買物の目的地として地域の
振興の核となりつつある。観光の拠点として外国からの観光客の案内も今後見込
まれることから、観光情報の外国語コンテンツの制作を行う。

7,000

25
ふくしまで生活基盤を築くための高
校生支援事業

新規 教育庁 高校教育課
　各地区に進路アドバイザーを配置し、県外から帰還を希望する高校生や県内の
高校生に対して求人情報の提供等を行うなど、新規高卒就職希望者がふくしまで
卒業後の生活基盤を築くための取組を行う。

87,605

再
掲
2①

再掲
生活路線バス運行維持のための補
助

継続 生活環境部 生活交通課
　国の地域公共交通確保維持改善事業と協調して、モータリゼーションの進展に
より、存続の危機に瀕している地域の交通手段を確保するために一体的、継続的
に幹線系統を支援することで、県民の生活の足を確保していく。

457,485

再
掲
4①

★ 再掲 市町村除染対策支援事業 継続 生活環境部 除染対策課
　市町村が策定する除染実施計画による除染実施のほか、市町村等が実施する
線量低減化活動を総合的に支援する。

217,123,075

再
掲
4①

★ 再掲 除染対策推進事業 継続 生活環境部 除染対策課 　市町村の策定する除染実施計画に基づき、県管理施設等の除染を実施する。 12,096,989

再
掲
8①

★ 再掲 航空宇宙産業集積推進事業 新規 商工労働部 企業立地課
　今後の成長が期待される航空宇宙産業に参入していくのに必要となる認証規格
の取得に向け、認証規格の解説セミナーや企業訪問により参入の方向性を確認
し、産業集積を推進していく。

35,928

再
掲
7③

再掲
ふくしまの未来を育む森と住まいの
ポイント事業

一部新規 土木部 建築指導課
　県産木材を使用して木造住宅の建設等を行う建築主に対して、県産品等と交換
可能なポイントを交付する。

41,600

②　出産、子育てしやすい県づくり

1 不育治療費等助成事業 継続 こども未来局 子育て支援課
　妊娠はするが繰り返す流産や死産などにより赤ちゃんを授かれない不育症に対
する支援を行う。

3,160

★ 2 特定不妊治療費助成事業 継続 こども未来局 子育て支援課 　不妊治療を受けた夫婦の経済的負担軽減のために助成を行う。 225,692

3
ふくしま放課後いきいき活動支援事
業

新規
こども未来局

教育庁
子育て支援課
社会教育課

　放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の連携による充実した共通の学習・体
験活動を実施することにより、本県独自の放課後対策及び居場所づくりを行う。

9,869

4 赤ちゃんおでかけ応援事業 継続 こども未来局 子育て支援課
　乳幼児連れの家族が、気負わず、安心して楽しくお出かけできるようなスペース
の整備の促進を図る。

15,851

★ 5 認証保育所支援事業 新規 こども未来局 子育て支援課
　０歳から２歳までの低年齢児を少人数で預かる小規模保育施設への移行を目
指す認可外保育施設に対して、運営費の一部を助成する。

131,876

★ 6
結婚から子育てまでみんなで支え
る環境整備事業

一部新規 こども未来局
こども・青少年政策課

子育て支援課

　県民が安心して家庭を持ち、子どもを生み、育てやすい社会を実現るため、ふく
しま結婚・子育て応援センターを整備し、結婚・妊娠・出産・子育てのライフステー
ジに応じた各種事業を実施する。

130,317

7 ふくしま保育料支援事業 継続 こども未来局 子育て支援課 　市町村が実施する第3子以降における保育料軽減の取組みを支援する。 130,995

★ 8 福島県多世代同居・近居推進事業 新規 土木部 建築指導課
親世帯と子世帯が同居又は近居するために、新築・中古住宅の購入、二世帯住
宅へのリフォーム工事に係る費用に対し補助金を交付する。

44,000

再
掲
6①

再掲
ひとり親家庭寡婦（夫）控除みなし
適用助成事業

継続 こども未来局
子育て支援課
児童家庭課

　婚姻歴のないひとり親に対し、寡婦(夫）控除が適用されないため、市町村が寡
婦（夫）控除をみなし適用し公営住宅の家賃、保育料を減免した場合に市町村に
対し減免額の一部を助成する。

4,917

再
掲
6①

★ 再掲 子どもの医療費助成事業 継続 こども未来局 児童家庭課
　安心して子どもを生み育てられる環境を整備するため、市町村が行う子ども医
療費助成に対して補助を行う。

4,662,744
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

③　高齢者が暮らしやすい県づくり

1 
 ふくしまから　はじめよう。高齢者
社会参加活動支援事業

一部新規 保健福祉部
高齢福祉課

こども・青少年政策課

　高齢者が被災地域の復興の担い手として活躍し、生きがいが持てるよう、介護
職員初任者研修の受講と介護の職場での就労を支援するとともに、地域包括ケ
ア・コミュニティづくりに取り組む町内会の事業への支援、生きがい就労モデル事
業の取組、地域活動に参加するための情報提供を行い、風評被害の払拭と社会
参加の促進を図る。

20,757

2
 地域包括ケアシステム構築支援事
業

一部新規 保健福祉部 高齢福祉課
　市町村における地域包括ケアシステム構築を支援するため、研修や推進事業を
実施する。

33,410

3  認知症対策強化重点事業 一部新規 保健福祉部
社会福祉課
高齢福祉課

　高齢者が認知症になっても、できるだけ住み慣れた地域で暮らすことができる社
会の実現を目指し、認知症疾患に関する鑑別診断、急性期治療、専門医療相談
等を実施するとともに、関係者への研修事業等を行う「認知症疾患医療センター」
を運営する。また、認知症や精神障がい等により、日常生活を営むのに支障があ
る者に対し、金銭管理などの援助を行うことにより、地域で自立した生活が送れる
よう支援する。

58,969

4 シニア就業サポート事業 一部新規 商工労働部 雇用労政課

　復興下のシニア世代の雇用情勢改善や生産年齢人口の減少への対応及び生
涯現役社会実現のため、シニア就業支援員を配置し、高年齢者への就業相談、
職業紹介、企業訪問による就業先開拓等を行うとともに、シニア世代を雇用する
企業に対するセミナーを開催し、シニア世代の雇用の促進を図る。

12,292

④　若者、女性が活躍する県づくり

★ 1 地域おこし協力隊支援事業 一部新規 企画調整部 地域振興課

　地方が都市住民を受け入れる制度として定着している「地域おこし協力隊」につ
いては、地方創生の動きが本格化する中、今後、協力隊の獲得競争が激化する
ことが予想される。
　このため、県が前面に立って受入体制の整備等、独自の取組を実施すること
で、協力隊の設置を促進するとともに、定住人口の増加を図り、本県の復興に寄
与する。

79,141

★ 2 大学生等による地域創生推進事業 継続 企画調整部 地域振興課
  県内の集落で地域づくり活動をしている大学と地域との交流促進を図り、福島を
愛する気持ちを育み、都市農村交流の加速化や定住・二地域居住につなげる。

8,146

3
NPO強化を通じた若者定着・地域
活性化事業

一部新規 文化スポーツ局 文化振興課

　ＮＰＯ法人の自立的活動を促進するため、ＮＰＯ法人の経営基盤やマネジメント
能力の強化を図る取組や学生のＮＰＯ法人におけるインターンシップ活動等を行
う取組及び復興に向け意欲ある企業、NPO法人、大学生が連携・協力して、地域
の課題解決に資する事業を検討する機会の創出を行う。

29,341

☆ 4 女性活躍促進事業 一部新規 生活環境部 男女共生課

　女性活躍促進会議を設置し、女性が活躍できる環境整備の取組を一層促進す
るとともに、会議構成団体の長等と知事が女性活躍応援宣言を行うことで、様々
な分野での取組を促進する。
　また、ポータルサイトを充実させ、女性活躍促進を実践する企業・団体等を増や
すとともに、若い世代等の県内への流入や定着を図る。

9,818

5 ユースプレイス自立支援事業 継続 こども未来局 こども・青少年政策課
　ひきこもり等の若者に「居場所」（「ユースプレイス」）を提供し、各種プログラムを
通して勤労意欲を高め、社会的自立を支援する。 17,780

★ 6
ふくしまの未来を創る新・農業人育
成・確保支援事業

新規 農林水産部 農業担い手課

　新規参入者の呼び込みと定着促進による地域農業の活性化を図るため、受入
体制の整備・強化とモデル的な実践の取組を支援する。さらに、新規就農者の育
成・確保を図るため、法人等における実践的な研修や教育機関との連携を進め
る。

143,164

★ 7
きらめく・ふくしま農業女子育成・確
保支援事業

新規 農林水産部 農業担い手課

　若手女性農業者のネットワーク整備による連携強化を進めるとともに、組織的な
地域の活性化に対する取組を支援することにより、女性農業者の定着促進を図
る。

6,300

★ 8
耕作放棄地活用条件整備復興促
進事業

継続 農林水産部 農村振興課

　経営規模の拡大や農業参入する農業法人や企業等が、一団の耕作放棄地を再
生して営農展開をする場合、再生に必要な経費に対して補助するとともに、初期
投資の軽減と地域の優れた技術を持つ人材を雇用した効率的な経営基盤を構築
するために、必要となる農業用機械・施設等の整備を支援する。

31,600

★ 9
元気な農村創生企業連携モデル事
業

継続 農林水産部 農村振興課
　農村における人口減少や高齢化の影響を軽減するため、地域資源を活かし、
「がんばろうふくしま応援企業」等との交流連携を深め、農村地域における雇用と
所得が確保できる仕組みを構築する調査・支援、モデル事業等を実施する。

35,558

計 計 人口減少・高齢化　合計 236,970,378 53

（うち、再掲事業） 234,422,738 7

再掲除く 2,547,640 46

3



２　避難地域等復興加速化プロジェクト

整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

①　安心して暮らせるまちの復興・再生

☆ 1 避難地域復興拠点推進事業 継続 避難地域復興局 避難地域復興課
　原子力災害による影響を強く受けた避難地域の帰還・再生を推進するため、避
難地域１２市町村が計画している復興拠点づくりを支援する。

1,000,000

★ 2 被災地域生活交通支援事業 新規 生活環境部 生活交通課
　東日本大震災で被災した避難市町村の避難指示解除後の地域公共交通ネット
ワーク構築のための検討を行う。

9,177

3
生活路線バス運行維持のための補
助

継続 生活環境部 生活交通課
　国の地域公共交通確保維持改善事業と協調して、モータリゼーションの進展に
より、存続の危機に瀕している地域の交通手段を確保するために一体的、継続的
に幹線系統を支援することで、県民の生活の足を確保していく。

457,485

★ 4
双葉地域二次医療提供体制確保
事業

新規 保健福祉部 地域医療課
　帰還住民・原発作業員等の健康を守るため、県立医科大学と連携して、双葉地
域の二次救急医療提供体制を確保する。

210,995

☆ 5 復興まちづくり加速支援事業 継続 商工労働部 商業まちづくり課

　避難解除等区域への住民の帰還を支援するため商業機能の確保を図るととも
に、地域コミュニティを支える地域商業の再生と安全・安心なまちづくりを推進する
ことで東日本大震災及び原子力災害からの復興・再生を図る。

137,007

☆ 6 福島県営農再開支援事業 継続 農林水産部 農林企画課
　避難区域等における営農再開に向けた環境を整えるため、営農再開を目的とし
て行う一連の取組を、農地の除染や住民帰還の進捗に応じて切れ目なく支援す
る。

7,186,421

7 道路施設整備事業 継続 土木部 道路整備課

　飯舘村は、震災からの復興、帰村に向けて、雇用と産業・交流拠点施設「までい
館(仮称)」整備を進めている。
　避難住民や復興事業従事者などの道路利用者の安全・安心を確保するため、
「までい館（仮称）」整備計画に併せて、休憩施設整備を行う。

22,000

★ 8
復興拠点へのアクセス道路整備事
業

新規 土木部 道路整備課
　避難地域の復興と帰還に向けた環境整備として復興拠点へのアクセス道路を
整備する。

463,500

再
掲

7④
再掲

共同利用漁船等復旧支援対策事
業

継続 農林水産部 水産課
　早急に漁業生産活動の再開を図るため、漁業協同組合等が行う組合員の共同
利用に供する漁船の建造等に対して支援する。

389,684

再
掲

7④
再掲 経営構造改善事業 継続 農林水産部 水産課

　水産業の早期復旧を図るため、水産業共同利用施設の整備に対して支援す
る。

142,102

再
掲

7④
再掲 漁場復旧対策支援事業 継続 農林水産部 水産課

　漁場の機能を再生・回復させるため、海底に堆積した壊れた建物等の除去工事
の実施や、漁業団体が壊れた建物等を回収する取組を支援する。

1,028,214

再
掲

7④
再掲 水産物流通対策事業 継続 農林水産部 水産課

　水産物流通加工業者に対し、遠隔地からの原材料の運搬料等新たに必要と
なった経費に対して支援する。

30,000

再
掲

7④
再掲 漁業調査指導事業 継続 農林水産部 水産課

　震災後の資源状況に対応した資源管理を推進するため、資源状況の調査を行
うとともに、漁業者への情報提供や新たな管理方策の提案により、漁業者間の協
議を促進する。

130,672

再
掲

7④
☆ 再掲 水産種苗研究・生産施設復旧事業 継続 農林水産部 水産課

　水産種苗生産体制を再構築するため、被災した種苗研究・生産施設の建造を実
施する。

3,977,392

再
掲

7④
再掲

アワビ・ウニ・アユ栽培漁業振興対
策事業

継続 農林水産部 水産課
　漁業資源の維持・確保を図るため、アワビ等の種苗放流に対する取組を支援す
る。

69,672

再
掲

7④
再掲 さけ資源増殖事業 継続 農林水産部 水産課

　さけ資源の維持・増殖を図るため、回帰率の高い大型種苗を適期に放流する取
組に対して支援する。

31,332

再
掲
11
②

☆ 再掲 （仮）大熊IC整備の促進 継続 土木部 高速道路室
　大熊町の帰還や復興の各種施策を進める重要施設として追加IC整備支援を行
うもの。また、中間貯蔵施設への除去土壌等の県内各地からの運搬にあたって、
安全性、効率性の向上を図るものである。

98,900

再
掲
11
②

☆ 再掲 （仮）双葉IC整備の促進 継続 土木部 高速道路室
　双葉町の帰還や復興の各種施策を進める重要施設として追加IC整備支援を行
うもの。また、中間貯蔵施設への除去土壌等の県内各地からの運搬にあたって、
安全性、効率性の向上を図るものである。

158,000

再
掲
11
②

再掲 直轄道路整備事業の負担金 継続 土木部 道路計画課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、本県の骨格をなす基幹的な
道路の整備を促進する。

9,670,800

再
掲
11
②

再掲
国道１１５号相馬福島道路事業の
負担金

継続 土木部 高速道路室
　被災地の早期の復旧・復興を図るため、国道１１５号相馬福島道路の整備を促
進する。

6,140,333

再
掲
11
②

☆ 再掲 会津縦貫道整備事業 継続 土木部
高速道路室
道路整備課

　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、本県の骨格をなす基幹的な
道路（会津縦貫道）を整備する。

717,000

再
掲
11
②

★ 再掲 ふくしま復興再生道路整備事業 継続 土木部 道路整備課
　避難解除等区域の復興を周辺地域から強力に支援するため、広域的な物流や
地域医療、産業再生を支える８路線を整備する。

13,582,360

再
掲
11
②

☆ 再掲 地域連携道路等整備事業 継続 土木部 道路整備課
　浜通りと中通り・会津との東西の広域的なネットワークの強化を図るとともに、災
害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、地域連携道路等を整備する。

16,747,730

☆★：「平成28年度 当初予算主要事業一覧」掲載事業（うち★は「総合計画11の重点プロジェクト」掲載）
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

再
掲
11
②

再掲 緊急現道対策事業 継続 土木部 道路管理課
　原発事故に起因する迂回交通や復興事業等により交通量が増加している路線
において、緊急的な現道対策を実施する。

240,000

再
掲
11
②

再掲 橋梁耐震補強事業 継続 土木部 道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、橋梁の耐震補強を進め、防
災機能の強化を図る。

322,000

再
掲
11
②

再掲 災害防除事業（落石対策等） 継続 土木部 道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、落石対策等を進め、防災機
能の強化を図る。

2,267,000

再
掲
11
②

再掲 道路機能強化事業（路盤改良等） 継続 土木部 道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、路盤改良など道路機能を強
化し、防災機能の強化を図る。

1,897,000

②　世界のモデルとなる復興･再生

☆ 1
福島・国際研究産業都市構想推進
事業

一部新規 企画調整部 企画調整課

　「福島・国際研究産業都市」建設推進のためには、各拠点間の連携を一層強化
し、民間企業等と一体となった取組が必要不可欠であることから、福島・国際研究
産業都市が果たすべき役割等に関する調査、関係者との具体の検討を進め、構
想の早期実現を目指す。

19,902

★ 2 Jヴィレッジ復興再整備事業 一部新規 企画調整部 エネルギー課

　原発事故の収束拠点として使用され、全業務の休止を余儀なくされているJヴィ
レッジを、本県復興のシンボルとして復興・再整備を行うとともに、Jヴィレッジゆか
りの選手等を復興サポーターに委嘱し、支援の輪を国内外に広げる活動を実施
する。

334,302

★ 3 アーカイブ拠点施設関連事業 一部新規 文化スポーツ局 生涯学習課
　イノベーション・コースト構想に位置付けられたアーカイブ拠点施設の設置の実
現に向けた活動を推進するとともに、震災資料の収集強化及び分類、震災資料
の有効活用を図る。さらに、アーカイブ拠点施設に係る基本構想の策定を行う。

26,568

☆ 4 環境・リサイクル関連産業推進事業 新規 商工労働部 産業創出課
　新たな環境・リサイクル関連産業の集積に向けて、産学官によるネットワークを
形成するとともに、先進的なリサイクル事業の事業化に向けた事業可能性調査を
実施する。

15,458

★ 5
イノベーション・コースト構想推進事
業

新規 商工労働部 産業創出課
　イノベーション・コースト構想に基づき、浜通り地域の産業復興を図るため、ロ
ボットテストフィールドや国際産学官共同利用施設の整備及び運営法人の設立を
行う。また、地元企業との連携等による実用化開発等の補助を行う。

14,297,540

★ 6
農林水産分野イノベーション・プロ
ジェクト推進事業

新規 農林水産部

農林企画課
農業振興課

畜産課
林業振興課

　避難地域等において、先端技術を取り入れた先進的な農林水産業を全国に先
駆けて実践することで農林水産業の復興を図るため、作業の効率化や省力化等
に資する技術として、ロボットトラクタや除草ロボット、自動苗木植付機等のロボッ
ト技術等の開発・実証を行う。

131,425

★ 7 水産試験研究拠点整備事業 新規 農林水産部 水産課
　原子力災害により被害を受けた本県水産業の復興に必要な、原子力災害起因
等の新たな研究課題への対応を図るため、水産試験場の機能強化を目的とした
施設等を整備する。

92,792

☆ 8 復興祈念公園調査事業 継続 土木部 まちづくり推進課 　復興祈念公園の基本計画策定に必要な現況データの収集等を実施する。 133,900

再
掲

9③
★ 再掲

チャレンジふくしま「ロボット産業革
命の地」創出事業

一部新規 商工労働部 産業創出課

　ふくしまロボットバレーの形成に向けて、県内企業や大学などによる災害対応等
ロボットやロボット要素技術の開発補助、ハイテクプラザなどによる被災地復興に
資するロボット開発、災害対応等ロボットの導入補助、若い世代の意識向上を図
るためロボットフェスタふくしま開催に取り組む。

444,034

計 計 避難地域等復興加速化　合計 82,622,697 36

（うち、再掲事業） 58,084,225 20
再掲除く 24,538,472 34
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

①　住まいや安全・安心の確保

☆ 1 ふるさとふくしま情報提供事業 継続 避難地域復興局 避難者支援課
　東日本大震災及び原子力発電所事故で避難した県民に対して、帰還するまで
の間、本県の情報を提供し、ふるさととのきずなを維持するとともに、帰還や生活
再建への後押しとなるような情報提供を行う。

223,202

2
母子避難者等高速道路無料化支
援事業

継続 避難地域復興局 避難者支援課

　原子力発電所事故に伴う母子避難者等に対する高速道路の無料化措置を図る
ため、高速道路会社に対し、無料措置の実施に伴う減収分を補填する。
（※　現在の実施期限は平成28年3月31日であり、以降の延長については未定で
あるが、国が今後延長を決定する場合に対応できるよう、必要な予算を計上して
いるもの。）

119,679

3 災害救助法による救助 継続 避難地域復興局 避難者支援課
　災害救助法に基づき、市町村及び受入自治体と連携して、東日本大震災により
被災した県民に対し、応急仮設住宅の供与等の応急救助を実施する。

6,567,711

4 災害見舞金の交付 継続 避難地域復興局 避難者支援課
　災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき、東日本大震災の被災者に対し、
災害弔慰金等の支給と災害援護資金の貸付を実施する。

682,050

☆ 5 生活拠点における交流促進事業 継続 避難地域復興局 生活拠点課
　避難者同士や避難者と地元とのコミュニティの維持・形成のため、復興公営住宅
集会所において必要な物品の購入を行う。

23,800

☆ 6 生活拠点コミュニティ形成事業 継続 避難地域復興局 生活拠点課
　避難先における新たな生活拠点の形成を支援するため、コミュニティ交流員を
配置し、交流活動を促進する。

264,814

7 原子力賠償被害者支援事業 継続 避難地域復興局 原子力損害対策課
　原子力発電所事故による被害を受けた個人、個人事業主及び法人を対象とし
て、被害者の円滑な賠償請求を支援するため、県内各地における巡回法律相談
を始めとする事業を実施する。

6,539

8
ふくしまから　はじめよう。「地域の
たから」民俗芸能承継事業

継続 文化スポーツ局 文化振興課

　存続の危機にある民俗芸能の継承・発展のため、公演の機会を提供するととも
に、民俗芸能団体の実情に応じた総合的な支援を行う。地域の象徴ともいうべき
民俗芸能の復活等を支援することで、ふるさととの絆を維持するとともに誇りや愛
着心を喚起し、震災からのこころの復興を図る。

18,764

☆ 9
高齢者見守り等ネットワークづくり
支援事業

一部新規 保健福祉部 高齢福祉課
　東日本大震災により被災し、仮設住宅等の生活を余儀なくされている被災高齢
者等が孤立したり、生活機能の低下を招くことがないよう、相談、介護、生活支援
等の体制づくりの推進を図る。

685,480

☆ 10 避難者見守り活動支援事業 継続 保健福祉部 社会福祉課
　東日本大震災の被災地及び被災地からの避難者を受け入れている地域におい
て、相談員を配置するなど、地域の支援体制の構築や被災者等のニーズ把握及
び孤立防止のための支援等を行う。

1,944,683

★ 11 復興雇用支援事業 継続 商工労働部 雇用労政課

　被災求職者の就労支援や産業施策と一体となった安定的な雇用の確保を図る
ことにより、被災求職者の生活の安定、本県産業復興のための人材確保を支援
する。
（震災等対応雇用支援事業、ふくしま産業復興雇用支援事業、原子力災害対応
雇用支援事業）

11,899,809

12 避難農業者一時就農等支援事業 継続 農林水産部 農業担い手課
　震災等により避難している被災農業者が、ふるさとに戻り営農を再開するまでの
間、避難先等において一時的に農業経営を開始することを支援するとともに、帰
還に向けたフォローアップを行う。

26,322

13 応急仮設住宅維持管理事業 継続 土木部 建築住宅課

　応急仮設住宅に入居している被災者の安全安心を図るため、応急仮設住宅の
不具合に対し、迅速に対応する「応急仮設住宅維持管理センター」を運営する。
また、応急仮設住宅団地内にある集会所等共同施設の光熱水費の市町村への
補助及び地権者等からの要請で応急仮設住宅を撤去する場合に、応急仮設住宅
間での移転を促進するため入居者への移転費用について補助を行う。

999,466

★ 14 復興公営住宅整備促進事業 継続 土木部
建築住宅課

（復興住宅担当）

　原子力災害により避難の継続を余儀なくされている方々の居住の安定を早期に
確保するため、県営の復興公営住宅を整備するとともに、受入自治体の要請に応
じて、県が代行で整備する。

62,340,153

15
被災地、被災者の安全・安心確保
事業

継続 警察本部 生活安全企画課
　被災者の安全・安心の確保と被災地域の防犯対策を強化するため、被災地域
等において活動する防犯ボランティア団体への支援と被災者への防犯広報活動
を実施する。

2,430

②　帰還に向けた取組・支援

1 被災市町村に対する人的支援事業 一部新規 総務部 市町村行政課
　震災や原子力災害等の一連の災害により、被災市町村においては著しく業務量
が増加したことに伴いマンパワー不足が続いており、復旧・復興に携わる職員の
確保が急務であることから、被災市町村に対する人的支援を実施する。

10,537

2
避難区域内化学物質等処理促進
事業

継続 危機管理部 消防保安課
　避難指示区域内の家屋等に残置されたＬＰガス容器の回収、処分等を行うた
め、当該事業を実施する事業者に対し、必要な経費を補助する。

50,000

3 ふるさとふくしま帰還支援事業 継続 危機管理部 原子力安全対策課
　リアルタイムでふるさとの状況を確認できるウェブカメラについて、当該カメラを
設置する市町村等に対し、維持管理費を補助する。

135,396

4 帰還支援アプリ利用推進事業 継続 企画調整部 情報政策課

　平成２７年度に避難地域１２市町村とその近隣で避難者の受け入れや自主避難
者の多い１８市町村の住民の方へ帰還を支援する情報やふるさとの情報を提供
するため開発した「帰還支援アプリ」の利便性向上のため、検索機能の追加など
の機能充実を図る。

1,896

★ 5
ふるさとふくしま帰還・生活再建支
援事業

一部新規 避難地域復興局 避難者支援課
　東日本大震災及び原子力発電所事故で避難した県民に対して、応急仮設住宅
等から県内の自宅等への移行や一定期間の住宅確保を支援し、避難者の一日も
早い帰還や生活再建に結びつける。

1,100,800

☆ 6
双葉郡医療提供体制等復活支援
事業

継続 避難地域復興局 避難地域復興課
　避難住民の帰還や地域の安全・安心を確保するため、双葉地方広域市町村圏
組合が実施する双葉郡医療体制の再生・構築に向けた広域的取組に対して支援
を行う。

16,121

３　生活再建支援プロジェクト

☆★：「平成28年度 当初予算主要事業一覧」掲載事業（うち★は「総合計画11の重点プロジェクト」掲載）
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

7
早期帰還・生活再建支援交付金事
業

新規 避難地域復興局
避難地域復興課

原子力損害対策課

　旧緊急時避難準備解除区域等を抱える４市町村に対し、住民が安心して帰還や
生活再建へと踏み出せるようなきめ細やかな取組を柔軟に構築し展開することが
できるよう交付金を交付する。

2,000,000

8
帰還環境整備応急仮設住宅転用
貸付事業

新規 土木部 建築住宅課

　避難解除区域にある住民が、地元に帰還するための住宅を再建しようとする場
合、地元に建設業者が少なく、遠方から作業員を求めることが多いことから、応急
仮設住宅を転用して建設作業員宿舎として活用し、遠方からの建設作業員を受
け入れやすくすることで住宅再建を促進する。

680

9
住宅復興資金（二重ローン）利子補
給事業

継続 土木部 建築指導課
　被災者の住宅再建を支援するため、住宅ローンの残債務が５００万円以上ある
被災者が、新たな住宅の購入、建設、補修に必要な資金（５００万円以上）を借り
入れる場合、既存住宅ローンの５年間分の利子相当額を一括補助する。

30,374

再掲
2①

☆ 再掲 避難地域復興拠点推進事業 継続 避難地域復興局 避難地域復興課
　原子力災害による影響を強く受けた避難地域の帰還・再生を推進するため、避
難地域１２市町村が計画している復興拠点づくりを支援する。

1,000,000

再掲
3①

☆ 再掲 ふるさとふくしま情報提供事業 継続 避難地域復興局 避難者支援課
　東日本大震災及び原子力発電所事故で避難した県民に対して、帰還するまで
の間、本県の情報を提供し、ふるさととのきずなを維持するとともに、帰還や生活
再建への後押しとなるような情報提供を行う。

223,202

再掲
8①

★ 再掲
原子力災害被災事業者事業再開
等支援事業

新規 商工労働部 経営金融課
　被災１２市町村で被災した中小企業・小規模事業者の事業再開等を集中的に支
援し、当該地域における働く場の創出や、買い物をする場などまち機能の早期回
復を図るため、初期投資費用の一部を補助する。

2,356,267

再掲
8①

★ 再掲 事業再開・帰還促進交付金事業 新規 避難地域復興局
避難地域復興課

原子力損害対策課

　事業者が帰還しやすい環境を整備するため、避難指示等区域のある市町村が
住民に地元事業者からの購入を促すことで需要の喚起を図る取組に対し交付金
を交付する。

1,397,844

③　避難者支援体制の充実

★ 1
ふるさとふくしま交流・相談支援事
業

一部新規 避難地域復興局
避難地域復興課
避難者支援課

　東日本大震災及び原子力発電所事故で避難した県民に対して、民間団体等と
連携して交流の場の提供や相談支援など各種支援を実施することで、個別の課
題の解決を図り、避難者の一日も早い帰還や生活再建、安定した生活に結びつ
ける。

880,548

☆ 2 復興公営住宅入居支援事業 継続 土木部 建築住宅課
　復興公営住宅の入居対象者である居住制限者は、全国に約3万世帯避難して
おり、膨大な数の問合せへの対応及び募集・選定業務を円滑かつ適正に執行す
るため委託業務を行う。

56,420

再掲
1①

★ 再掲 ふくしま就職応援事業 一部新規 商工労働部 雇用労政課

　就職支援窓口である「ふるさと福島就職情報センター」を拠点とし、首都圏及び
県内の学生等若年者や一般求職者に対して、きめ細かい就職相談やマッチング
支援、県内企業の魅力情報の発信、企業に対する採用活動の支援等を行うこと
により、県内産業の人材の確保・定着を図る。
　また、県内５か所及び広野町にふくしま生活再建支援センター（仮称）を設置し、
避難者や被災者に対してきめ細かい生活･就労相談等を行うことにより、生活再
建、帰還促進へ向けた支援を行う。

221,920

計 計 生活再建　合計 95,286,907

（うち、再掲事業） 5,199,233
再掲除く 90,087,674
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４　環境回復プロジェクト

整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

①　除染の推進

1 緊急時・広域環境放射能監視事業 継続 危機管理部 放射線監視室
　福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質の拡散に対する環境監視を行
うとともに、測定結果を広く公表する。

1,995,738

☆ 2
中間貯蔵施設立地町地域振興交
付金

継続 生活環境部
中間貯蔵施設等

対策室

　中間貯蔵施設が立地する大熊町・双葉町が、地権者支援や住民の帰還促進、
生活環境改善などの地域振興を図るべく実施する事業を支援するため、交付金
を交付する。

5,000,000

3
中間貯蔵施設等周辺地域安全確
保事業

新規 生活環境部
中間貯蔵施設等

対策室
　国が実施する除去土壌・汚染廃棄物の輸送・保管等業務の安全確認を行い、そ
の結果を県民に周知する。

12,282

★ 4 市町村除染対策支援事業 継続 生活環境部 除染対策課
　市町村が策定する除染実施計画による除染実施のほか、市町村等が実施する
線量低減化活動を総合的に支援する。

217,123,075

★ 5 除染対策推進事業 継続 生活環境部 除染対策課 　市町村の策定する除染実施計画に基づき、県管理施設等の除染を実施する。 12,096,989

6 除染推進体制整備事業 継続 生活環境部 除染対策課
　県土の除染を迅速に進めていくため、除染事業者等の育成・技術的支援・住民
理解の促進に取り組む。

188,545

☆ 7 ため池等放射性物質対策事業 継続 農林水産部 農地管理課
　ため池の放射性物質対策を必要とする市町村が円滑に対策に取り組めるようモ
ニタリング調査及びモデル事業等を実施する。

1,283,000

8 森林除染技術開発事業 継続 農林水産部 森林計画課

　森林内における放射性物質の分布が枝葉から土壌へと移行しており、これらの
動態変化に対応した森林除染の技術確立のため、森林整備を実施した森林にお
いて表土流出防止工、林床被覆工の効果に係るモニタリングや渓流水への影響
について調査を実施する。

150,000

9 森林除染等実証事業 継続 農林水産部 林業振興課
　林床整備による放射性物質の低減効果について解析・把握し、今後の出荷制限
の解除や再生産に向けた除染技術の実証を行う。

45,346

再掲
10④

再掲
ふくしまから　はじめよう。森林との
きずな事業

一部新規 農林水産部 森林計画課
震災や原子力災害発生以降の福島県の森林の現状に対する理解を深め、森林
づくり意識の浸透や拡大を図るため、森林環境に関する情報の発信と森林づくり
活動の推進を図る。

30,965

②　食品の安全確保

1
未来の子どもを守る食の安全確保
事業

継続 総務部 私学・法人課
　私立学校が実施する学校給食の安全・安心を確保するため、学校給食を実施
する私立学校が、給食又はその材料について放射性物質の検査を実施する場合
に、その経費を補助する。

1,696

2 食の安全・安心推進事業 継続 生活環境部 消費生活課
　原子力発電所事故を踏まえ、放射能や食の安全性をテーマとした説明会を実施
し、消費者の理解を深める。

40,136

3 自家消費野菜等放射能検査事業 継続 生活環境部 消費生活課
　原子力発電所事故を踏まえ、消費者の身近な場所で自家消費野菜等の放射能
検査を実施し、食品等の安全・安心の確保を図る。

184,398

4
野生鳥獣放射線モニタリング調査
事業

継続 生活環境部 自然保護課 　食用となり得る野生鳥獣の放射線の影響を継続的に調査する。 2,876

5 食品中の放射性物質対策事業 継続 保健福祉部 食品生活衛生課

　県産農林水産物等から食品衛生法上の基準値を超過する放射性物質が検出さ
れていることから、市場等に流通する食品等についての安全性を確認するため、
県産農林水産物等を原材料とする加工食品を中心に食品中の放射性物質検査
を実施する。

9,430

6 水道水質安全確保事業 継続 保健福祉部 食品生活衛生課
　飲料水の放射性物質モニタリング検査の実施及び検査機器の精度管理を実施
する。

10,501

7
飲料水・加工食品の放射性物質検
査事業

新規 保健福祉部 食品生活衛生課
　飲料水及び加工食品の安全性確保に万全を期すため、県機関で実施する放射
性物質検査に必要な検査人員を確保し、検査結果の速やかな情報提供を図る。

18,139

☆ 8
農林水産物等緊急時モニタリング
事業

継続 農林水産部 環境保全農業課
　農林水産物等の安全性の確保に向け、緊急時モニタリング検査を実施するとと
もに、その結果を消費者や生産者、流通事業者等に迅速かつ的確に公表する。 322,906

再掲
7①

☆ 再掲 ふくしまの恵み安全・安心推進事業 継続 農林水産部 環境保全農業課

　本県農林水産物の安全性確保と消費者の信頼回復を図るため、産地が主体と
なって行う農林水産物の放射性物質検査などの取組を支援するとともに、農産物
安全管理システムなどによる消費段階における安全性の可視化のための活動を
推進する。

707,994

③　廃棄物等の処理

1 災害廃棄物処理基金事業 継続 生活環境部 一般廃棄物課
　東日本大震災における被災地域の迅速な復興のため、災害廃棄物の処理を行
う市町村に対してその経費の一部を補助する。

2,191,880

☆★：「平成28年度 当初予算主要事業一覧」掲載事業（うち★は「総合計画11の重点プロジェクト」掲載）
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

☆ 2
放射性物質汚染廃棄物処理総合
対策事業

一部新規 生活環境部
中間貯蔵施設等

対策室

　福島第一原子力発電所の事故由来放射性物質に汚染された産業廃棄物は、法
に基づき、国又は排出事業者が処理することとなっているが、健康被害などの懸
念から処理が滞っている状況を改善するため、産業廃棄物施設周辺の住民理解
の促進など様々な施策を実施する。

54,890

3 農業系汚染廃棄物処理事業 継続 農林水産部 環境保全農業課
　放射性物質に汚染された農業系廃棄物の処理を促進するため、市町村等が行
う一時保管や運搬、適正管理などの取組を支援する。

473,119

4
放射性物質被害林産物処理支援
事業

継続 農林水産部 林業振興課
　放射性物質に汚染された樹皮の処理を促進するため、木材産業関係団体が行
う処理に必要な経費を支援する。

774,800

5 下水汚泥放射能対策事業 継続 土木部 下水道課
　下水汚泥が原発事故で発生した放射性物質に汚染されたことにより、外部搬出
が滞っているため、下水処理場内での適切な保管や減容化処理を実施するととも
に、外部搬出先の確保に取り組む。

10,591,616

④　環境創造センター等における研究の推進

1 環境創造センター整備事業 継続 生活環境部
環境創造センター

整備推進室

　本県の環境回復と県民が将来にわたり安心して暮らせる美しく豊かな環境の創
造のための総合的な拠点として「モニタリング」、「調査研究」、「情報収集・発信」、
「教育・研修・交流」の機能を有する環境創造センターを整備する。

413,757

★ 2 環境創造センター研究開発事業 新規 生活環境部
環境創造センター

整備推進室
　放射線計測、除染・廃棄物、環境動態、環境創造の各分野について、IAEAを始
めとする国内外の研究機関と連携して調査研究を行う。

287,817

3
環境創造センター（交流棟）管理運
営事業

新規 生活環境部
環境創造センター

整備推進室

　交流棟（愛称「コミュタン福島」）において、放射線や環境について体験を通して
学ぶ展示室や、映像で学習する環境創造シアター等を運営するとともに、本県の
将来を担う子供たちの学習支援等を行う。

341,542

⑤　廃炉に向けた安全監視

★ 1 原子力安全監視対策事業 継続 危機管理部 原子力安全対策課
　東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃炉に向けた取組が安全かつ着実に進
められるよう、立入調査等を実施し、その取組みを確認する。

121,893

2
福島県原子力災害対策センター整
備事業

継続 危機管理部 原子力安全対策課
　原子力発電所の緊急事態応急対策の拠点施設として、オフサイトセンターの整
備を行う。

56,794

計 計 環境回復　合計 254,532,124 29

（うち、再掲事業） 738,959 2
再掲除く 253,793,165 27
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５　心身の健康を守るプロジェクト

整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

①　県民の健康の保持・増進

★ 1
チャレンジふくしま県民運動推進事
業

新規 文化スポーツ局 文化振興課

　「健康」をテーマとした県民運動を展開し、県民の心身の「健康」の維持・増進に
取り組むことにより、地域の盛り上がりや交流の拡大を図るため、県民が一体と
なって県民運動を推進するための組織を関係団体と共に設置・運営し、広報活動
や情報発信及び各種イベント等を実施する。

19,588

★ 2
生活習慣改善による健康長寿推進
事業

新規 保健福祉部 健康増進課

　震災後、長期の避難生活による生活環境の変化に伴い、県民の生活環境は大
きく変化し、メタボ該当率の増加、喫煙率の増加、子どもの肥満やむし歯の増加な
ど健康への影響が顕在化している。
そのため、安全で高い効果が得られるフッ素洗口事業を実施し、口腔衛生の切り
口から子どもたちの健康を促すとともに減塩や野菜摂取量の増加を通して、生活
習慣病の発症・重症化を予防し、県民の健康回復・増進を推進する。

37,164

3
めざせ健康長寿みんなで広げる検
診促進事業

新規 保健福祉部 健康増進課

　がん検診の受診率向上に向けて、ソーシャル・マーケティングの手法を活用した
個別受診勧奨に取り組む市町村を支援（補助及び技術支援）するほか、県民同士
の受診勧奨を行うがん検診推進員の機能強化を図る。また、「福島県がん対策の
推進に関する条例」の趣旨を踏まえ、県民一体となってがん検診受診や予防に取
り組む啓発事業を展開し、加速化する復興を支え続ける県民の生涯にわたる健
康保持・増進につなげ、全国に誇れる健康長寿県を目指す。

55,550

4 被災者健康サポート事業 継続 保健福祉部 健康増進課
　東日本大震災及び原子力発電所事故の影響により、仮設住宅等で生活してい
る被災者等が健康な生活を維持していくことができるよう、健康支援活動の実施
体制整備を図りながら、被災者に対する健康支援活動を実施する。

449,345

☆ 5 県民健康調査事業 一部新規 保健福祉部 県民健康調査課
　原子力災害に伴い、県民の健康状態を把握し、疾病の予防、早期発見、早期治
療につなげ、将来にわたる県民の健康の維持、増進を図ることを目的に全県民を
対象に県民健康調査等を行う。

5,402,087

6 県民健康調査支援事業 一部新規 保健福祉部 県民健康調査課

　原子力災害の長期化に伴い、自身が受けている放射線量を個人線量計で測定
し、住民自らが放射線量を確認し、自身の積極的な健康管理を行う市町村を支援
するとともに、甲状腺検査の県内検査拠点の数を増やすため、検査を担う医療機
関に対して甲状腺検査機器を購入する際の費用を補助する。

950,137

7
児童福祉施設等給食体制整備事
業

継続 こども未来局
こども・青少年

政策課

児童福祉施設等の給食用食材に対する保護者等の不安を軽減し、給食に関して
より一層の安全・安心を確保するため、児童福祉施設等の給食の検査体制の整
備を図る。

269,146

8
（ピュアハートサポートプロジェクト）
教育相談推進事業

一部新規 教育庁
義務教育課
高校教育課

　児童生徒の問題行動の多様化・深刻化に加え、大震災に伴い心のケアを要す
る児童生徒が増加していることから、スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカー等を派遣・配置する。併せて、学校教育相談員による電話相談等を配置
し、問題行動の未然防止と早期解決を図る。

668,661

9 学校給食モニタリング事業 継続 教育庁 健康教育課
　希望する市町村等の学校給食１食分に含まれる放射性物質の有無や量につい
て細密な検査を実施する。

32,987

10 学校給食検査体制支援事業 一部新規 教育庁 健康教育課
　学校給食の食材に対する不安を軽減するとともに、学校給食の一層の安全・安
心を確保するため、市町村等が実施する学校給食用食材の放射性物質検査を支
援するとともに、県立学校が実施する学校給食用食材の検査を継続する。

99,259

再掲
1①

★ 再掲 健康長寿ふくしま推進事業 一部新規 保健福祉部 健康増進課

　県民全体の健康に関する意識付けが強化され、地域間の健康格差を解消し、
本県で生活することで健康になれる「健康なまち（県）づくり」を推進するため、県
民への健康インセンティブの付与や福島県版健康データベースの構築、県民等
への健康情報の発進等を県全体で効果的に取り組む。

71,449

再掲
4②

再掲 食品中の放射性物質対策事業 継続 保健福祉部 食品生活衛生課

　県産農林水産物等から食品衛生法上の基準値を超過する放射性物質が検出さ
れていることから、市場等に流通する食品等についての安全性を確認するため、
県産農林水産物等を原材料とする加工食品を中心に食品中の放射性物質検査
を実施する。

9,430

②　地域医療等の再構築

1
精神科病院入院患者地域移行マッ
チング事業

継続 保健福祉部 障がい福祉課

　東日本大震災及び東京第一電力福島第一原子力発電所の事故の影響により、
県内外の病院へ転院を余儀なくされた入院患者の再転院や退院を支援する。
　相双地方における受け入れ体制を整備するため、県内外患者の帰還支援に向
けた、関係機関による検討を行う。

18,909

2 社会福祉施設整備事業 一部新規 保健福祉部 障がい福祉課
　障がい者の地域生活への移行促進や施設福祉サービスの充実を図るため、社
会福祉施設の整備を行う。 235,800

3 地域医療復興事業 継続 保健福祉部 地域医療課
　東日本大震災とそれに伴う原子力災害により被災した浜通り地方の医療復興の
ため、浜通り地方医療復興計画に基づいて、医療提供体制の再構築を図る。

2,968,851

☆ 4 地域医療復興事業（第２次） 継続 保健福祉部 地域医療課
　福島県浜通り地方医療復興計画策定後の状況変化への対応と復興への取組
を加速させるため、福島県浜通り地方復興計画(第2次)に基づいて、医療提供体
制の再構築を図る。

4,151,299

5 ふくしま医療人材確保事業 一部新規 保健福祉部 医療人材対策室
　県内の医療提供体制の回復及び復興に繋げるため、医療機関等が行う医療人
材の確保等を支援する。

705,650

 　 6 地域医療支援センター運営事業 継続 保健福祉部 医療人材対策室
　県内における医師の不足及び地域偏在を解消し地域医療の充実を図るため、
県内外からの医師確保に取り組むとともに、医師のキャリア形成を支援する。

36,545

7 緊急医師確保修学資金貸与事業 継続 保健福祉部 医療人材対策室
　公立大学法人福島県立医科大学に在学する者であって、県が指定する公的医
療機関等での勤務に従事しようとする者に対し、修学に必要な資金を貸与するこ
とにより卒業生の県内への定着を図る。

557,778

　 8 看護職員離職防止・復興支援事業 一部新規 保健福祉部 医療人材対策室
　看護職員の離職防止や復職を支援するとともに、看護職員の定着に向けた職
場の環境づくりや再就業等を支援することにより、県内医療機関等の看護職員の
安定的確保を図る。

80,020

☆★：「平成28年度 当初予算主要事業一覧」掲載事業（うち★は「総合計画11の重点プロジェクト」掲載）
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

　 　 9
復興を担う看護職人材育成支援事
業

継続 保健福祉部 医療人材対策室
  復興を担う看護職の人材育成を支援するため、進学・就職活動及びキャリアアッ
プを支援する。　また、浜通りの医療機関が看護職員確保に取り組む際の経費を
補助する。

504,434

　 　 10 ナースセンター事業 継続 保健福祉部 医療人材対策室
　医療機関等の看護職員不足の解消及び在宅医療の推進を図るため、看護職の
資格をもった未就業者の就業促進及び看護師の潜在化防止を図り看護師確保に
努める。

30,940

　 　 11 看護教育体制強化支援事業 継続 保健福祉部 医療人材対策室
　高度化する医療に対応できる臨床実践能力の高い看護職を養成するため、実
習教員の配置や研究活動に係る費用を支援することで、看護基礎教育の充実を
図る。

23,610

★ 12
保健医療従事者養成施設整備事
業

継続 保健福祉部 医療人材対策室
　県内で不足する保健医療従事者の安定的な養成及び人材確保を目的として、
新たな養成施設を整備する。

137,306

再掲
3②

☆ 再掲
双葉郡医療提供体制等復活支援
事業

継続 避難地域復興局 避難地域復興課
　避難住民の帰還や地域の安全・安心を確保するため、双葉地方広域市町村圏
組合が実施する双葉郡医療体制の再生・構築に向けた広域的取組に対して支援
を行う。

16,121

③　最先端医療の提供

☆ 1
ふくしま国際医療科学センター整備
事業

継続 保健福祉部 医療人材対策室
将来にわたる県民の健康維持・増進に資するため、県民健康調査や放射線健康
障害の早期発見・最先端治療等の拠点整備を推進する。

7,560,092

④　被災者等の心のケア

1
緊急スクールカウンセラー等派遣
事業

継続 総務部 私学・法人課
　東日本大震災により被災した児童生徒等の心のケア等に当たるため、緊急にス
クールカウンセラー等の派遣を実施する。

48,630

★ 2
介護福祉士等養成施設設備整備
補助事業

新規 保健福祉部 社会福祉課
　介護福祉士等養成施設学校の整備（新築・増改築）に伴う備品購入費の一部を
補助することにより、事業者の負担軽減を図り、介護人材の育成を促進する。

50,000

☆ 3
災害時精神医療体制整備事業
（小事業：ＤＰＡＴ派遣チーム整備事
業）

新規 保健福祉部 障がい福祉課
　大規模災害時に活動する災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）について、チーム
派遣に向けた研修会を開催するとともに、必要な資機材の整備を図る。

3,819

★ 4
 ふくしまから　はじめよう。福祉人
材確保推進プロジェクト事業

継続 保健福祉部
社会福祉課
福祉監査課

　震災以降いっそう深刻化している福祉・介護人材不足の解消を図るため、新規
採用職員への支援・職場体験・新任介護職員研修・介護業務のイメージアップの
ほか、職場内研修の強化など、様々な事業を総合的に展開する。

267,238

5
 県外からの福祉・介護人材確保支
援事業

継続 保健福祉部 社会福祉課

　県外から相双地域等の介護保険施設等に就職を予定している方に対し研修受
講料や就職準備金（住宅確保に関する初期費用・世帯赴任費用・自動車輸送費
用）を貸与するとともに、住宅情報の提供を行い住まいの確保を支援することに
よって、県外からの福祉介護人材を確保する。

96,397

☆ 6 被災者の心のケア事業 継続 保健福祉部 障がい福祉課

　東日本大震災及び原子力発電所の事故により高いストレス状態にある県民及
びその支援者に対する心のケアの拠点として、心のケアセンターを県内の各方部
に設置し、訪問活動や支援者への研修会等を実施する。
　また、県外に避難している方に対する心のケアも実施する。

533,832

7 子どもの心のケア事業 継続 こども未来局
子育て支援課
児童家庭課

　被災児童や保護者等に対し、「ふくしま子ども支援センター」を活用して心のケア
を行うほか、児童相談所などの相談体制の強化や支援団体のネットワーク化を図
る。さらに、県外に避難している児童や保護者への支援、乳幼児を持つ保護者の
不安解消のためのグループミーティングなどを実施する。

145,500

計 計 心身の健康　合計 26,237,574

（うち、再掲事業） 97,000
再掲除く 26,140,574
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６　子ども・若者育成プロジェクト

整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

①　日本一安心して子どもを生み、育てやすい環境づくり

1 私立幼稚園等心と体いきいき事業 継続 総務部 私学・法人課
　園児の肥満防止や体力向上を目的としてプログラムを計画的に実施する私立
幼稚園に対し、その経費を助成する。

21,600

2
ふくしま子ども自然環境学習推進
事業

継続 生活環境部 自然保護課
　尾瀬国立公園内で行う環境学習に対して補助を行い、子ども達に尾瀬の自然の
素晴らしさ、貴重さを体験させることで、生物多様性の重要性や自然との共生に
対する意識の醸成を図る。

22,170

3
ふくしまからはじめよう。
元気なふくしまっ子食環境整備事
業

継続 保健福祉部 健康増進課

東日本大震災･原発事故発生後の本県が抱える食に関する健康課題を解決す
るため、食育推進の観点から、保健福祉部・農林水産部・教育委員会等関連機関
が連携し、家庭・学校・地域が一体となって地域における食育推進体制を整備す
るとともに、食育推進体系を再構築し「元気なふくしまっ子」が育つ食環境整備を
推進する。

19,089

4
ひとり親家庭寡婦（夫）控除みなし
適用助成事業

継続 こども未来局
子育て支援課
児童家庭課

　婚姻歴のないひとり親に対し、寡婦(夫）控除が適用されないため、市町
村が寡婦（夫）控除をみなし適用し公営住宅の家賃、保育料を減免した場
合に市町村に対し減免額の一部を助成する。

4,917

★ 5 子どもの医療費助成事業 継続 こども未来局 児童家庭課
　安心して子どもを生み育てられる環境を整備するため、市町村が行う子ども医
療費助成に対して補助を行う。

4,662,744

6 浜児童相談所整備事業 継続 こども未来局 児童家庭課
　震災後、県内の児童相談件数が増加傾向だが、特に増加が著しかった浜児童
相談所館内において、児童の保護に適切な環境を確保し、セーフティネットとして
の専門機能の充実を図るため改築を行う。

246,917

7
被災した子どもの健康・生活対策
等総合支援事業

継続 こども未来局
こども・青少年政策課

子育て支援課

　子育て世帯を訪問し、生活・育児の相談に対応するとともに、仮設住宅に住んで
いる子どもが安心して過ごすことができる環境づくりを行う。
また、子どもの運動機会を確保するために開催するイベントや被災児童に対する
心身の健康に関する相談・援助等を行う市町村へ補助を行う。

298,774

8
チャレンジふくしま豊かな遊び創造
事業

継続 こども未来局 こども・青少年政策課
　原発事故により飛散した放射性物質に不安を抱く保護者の方がいることなどか
ら、身近なところでの屋内遊び場整備を行う市町村を支援する。
子どもが野外空間で創造的な遊びを行うことができる「冒険ひろば」を実施する。

258,406

9 子どものからだとこころを育む事業 継続 こども未来局 こども・青少年政策課
　未来を担う福島の子どもたちの元気なからだとこころを育むため、指導者に対す
る講習などを実施する。

16,438

10 母子の健康支援事業 継続 こども未来局 子育て支援課
　妊婦や乳幼児を持つ保護者が安心して子どもを生み育てられるよう専門職によ
る子育てや健康に関する相談体制の充実を図る。

26,907

11 子育て応援パスポート事業 継続 こども未来局
こども・青少年

政策課

　子育てしやすい県づくりの気運を盛り上げるため、県、市町村、企業及び県民が
一体となって子育てを応援する仕組みとして、協賛企業が自ら創意工夫し、特性
を活かした子育て支援サービスが受けられるパスポートを、子育て家庭に対し交
付する。

9,360

12
ふくしまからはじめよう。元気なふく
しまっ子食環境整備事業

継続 農林水産部 農産物流通課

　東日本大震災･原発事故以降、県内の子どもは地域の食に関する体験や知識
を得る機会を失い、運動不足や肥満も増加しているため、食に関わる体験活動を
促しながら地域における食育推進体制を整備するとともに、食育推進体系の再構
築を図る。

14,604

13 地域でつながる家庭教育応援事業 継続 教育庁 社会教育課
　「親の学び」を支援するために、ＰＴＡと連携し、親自身が学ぶ機会が充実するよ
う支援する。また、学習プログラムを作成し、家庭教育支援者をリードする人材を
育成するとともに、企業と連携して地域の家庭教育推進を働きかける。

3,648

14
ふくしまからはじめよう。元気なふく
しまっ子食環境整備事業

一部新規 教育庁 健康教育課

東日本大震災･原発事故発生後の本県が抱える食に関する健康課題を解決す
るため、食育推進の観点から、保健福祉部・農林水産部・教育委員会等関連機関
が連携し、家庭・学校・地域が一体となって地域における食育推進体制を整備す
るとともに、食育推進体系を再構築し「元気なふくしまっ子」が育つ食環境整備を
推進する。

2,389

☆ 15
ふくしまっ子自然体験・交流活動支
援事業

継続 教育庁 社会教育課
　震災の経験を踏まえ、再発見した郷土の良さを伝え合い発信していくような交流
活動を行うとともに、充実した自然体験活動を行う機会を提供し、豊かな人間性と
生きる力の育成を図る。

620,563

☆ 16
ふくしま未来キッズワクワクプロジェ
クト

新規 教育庁 社会教育課
    自然の家におけるアスレチック等の施設を使用した体験活動やキャンプやコン
サート等のイベントを開催し、原子力発電所事故等により低下した児童生徒の体
力向上を図る。

36,619

17
インクルーシブ教育システム推進
事業

継続 教育庁 特別支援教育課
　インクルーシブ教育システムの推進に向けた取り組みとして、市町村における関
係機関連携による支援体制の整備・充実・乳幼児期からの一貫した相談支援体
制の整備等により、特別支援教育を推進する。

2,371

再掲
1②

再掲 赤ちゃんおでかけ応援事業 継続 こども未来局 子育て支援課
　乳幼児連れの家族が、気負わず、安心して楽しくお出かけできるようなスペース
の整備の促進を図る。

15,851

再掲
1②

★ 再掲 認証保育所支援事業 新規 こども未来局 子育て支援課
　０歳から２歳までの低年齢児を少人数で預かる小規模保育施設への移行を目
指す認可外保育施設に対して運営費の一部を助成する。

131,876

再掲
10④

再掲
ふくしまから　はじめよう。森林との
きずな事業

一部新規 農林水産部 森林計画課
　震災や原子力災害発生以降の福島県の森林の現状に対する理解を深め、森林
づくり意識の浸透や拡大を図るため、森林環境に関する情報の発信と森林づくり
活動の推進を図る。

30,965

☆★：「平成28年度 当初予算主要事業一覧」掲載事業（うち★は「総合計画11の重点プロジェクト」掲載）
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

②　復興を担う心豊かなたくましい人づくり

1 福島県私学振興会貸付金 継続 総務部 私学・法人課

　東日本大震災によって、施設等に被害を受けた私立学校の復旧費用に無利子
貸付を行う（公社）福島県私学振興会に対してその原資を貸し付けることで、私学
の災害復旧整備事業等の実施に伴う父母の負担軽減を図る。また、被災した私
立学校の経営安定のため融資する資金に係る支払利子相当額を、振興会に補給
することにより、融資を受けた私立学校の利子負担の軽減を図る。

45,083

2
私立学校被災児童生徒等就学支
援事業

継続 総務部 私学・法人課
　東日本大震災により被災した児童生徒等の修学を支援するため、授業料等減
免措置を行った私立学校等に対して、減免相当額を補助する。

479,015

3
未来へチャレンジふくしまスポーツ
塾

継続 文化スポーツ局 スポーツ課

　震災により運動の機会を奪われた県内の子ども達に、スポーツの楽しさを体験
してもらうとともに、継続した活動に繋げるため、県内の優れた指導者と育成ノウ
ハウを活用したスポーツ教室等を開催し、本県の未来を担うたくましい人材を育
成する

13,042

4 ジャーナリストスクール開催事業 一部新規 文化スポーツ局 生涯学習課

　ふるさと「ふくしま」の未来や素晴らしさなどについて、子どもたちが、自ら学び、
考え、それらを自分の言葉でまとめて発信する体験をすることにより、ふるさと「ふ
くしま」への誇りや愛着心を育む機会とし、「ふくしま」の未来を担う子どもたちの育
成を図る。

4,278

5 福島県子どもの学習支援事業 新規 保健福祉部 社会福祉課
　貧困の世代間連鎖の解消を目指すため、生活困窮者等の世帯の中学生及び高
校生を対象に高校進学支援及び高校中退防止の取組等を行う。

20,000

6
ふくしまの未来を医療で担う夢応援
事業（保健福祉部分）

新規 保健福祉部 医療人材対策室
　子どもたちが地域医療を支える医療人として活躍したいという志を後押しするた
め、県内の中学生を対象に、「人体のしくみ・健康・病気のなぞ」について医療機
器の体験学習を取り入れながら学習する『医学教室』等を開催する。

3,498

7 双葉地区教育構想緊急対応事業 継続 教育庁 教育総務課
　富岡高校及びふたば未来学園高校の緊急の寮に係る生活環境及びスポーツ競
技に係る授業トレーニング環境を整備する。

130,196

8
公立学校等校舎内緊急環境改善
事業

継続 教育庁 財務課
　原発事故に伴い県内の公立幼稚園、小学校及び中学校において、生徒・保護
者等の不安を解消するために空調設備等を設置する市町村に補助を行う。

221,471

9 高等学校通学費支援事業 継続 教育庁 財務課
　原発事故に伴い、サテライト校等への通学を余儀なくされた生徒の保護者等に
対して通学費を支援する。

19,276

10 県立学校施設等災害復旧事業 継続 教育庁 施設財産室
　東日本大震災により被災した県立学校施設等について、建物、工作物、土地、
設備等の復旧を行う。

418,016

11
県立学校施設応急仮設校舎等設
置事業

継続 教育庁 施設財産室
　東日本大震災を起因とする原子力災害により避難を余儀なくされた学校の学習
環境を確保するため、応急仮設校舎等の設置・賃借を行う。

351,602

12 大規模改造事業 継続 教育庁 施設財産室
　県立学校施設の耐震化、天井等落下防止策を行い、生徒等の安全を確保する
とともに、内部・外部改修を行い、学習環境の整備を図る。

626,571

13
県立学校校舎等改築事業（平商、
盲）

継続 教育庁 施設財産室 　耐震改修工事による耐震化が不可能と判断された校舎について改築を行う。 1,017,926

14 特別支援学校整備事業 継続 教育庁 施設財産室
　特別支援学校の児童生徒の増加による過密化や遠距離通学による児童生徒へ
の負担軽減を図るため、学校や分校等を設置し、教育環境を充実させる。

1,090,390

15 学校・家庭・地域連携サポート事業 継続 教育庁 社会教育課
　学校・家庭・地域が連携協力し、地域全体で子どもを育む体制づくりと、震災後
の環境の変化に対応した支援のために、「学校支援実践研修会」及び「放課後子
ども教室研修会」を実施し、教育環境の復興に資する。

1,260

★ 16
子どもがふみだす　ふくしま復興体
験応援事業

継続 教育庁 社会教育課
　本県の子どもたちが主体的に復興に寄与する社会体験活動に取り組むことを通
して、新生ふくしまを担うたくましい子どもたちの育成を図る。

60,615

☆ 17
子どもの学習支援による地域再生
事業

新規 教育庁 社会教育課
　学校や公民館等を活用した放課後子ども教室の設置等を通じて、地域住民が
子どもたちの学習支援に参画することにより、仮設住宅等と周辺地域を結ぶコミュ
ニティの復興を図る。

208,062

☆ 18
ふくしまの未来をひらく読書の力
プロジェクト

新規 教育庁 社会教育課
　生涯にわたる望ましい読書習慣を形成するため、県内各地域で活躍できる読書
ボランティア等の人材育成や学校・家庭・地域が連携し、子どもの発達段階に応じ
た読書活動を推進する。

7,877

19
ふくしまから　はじめよう。学力向上
のための「つなぐ教育」推進事業

継続 教育庁 義務教育課
　県内１４推進地域の小・中学校がそれぞれ各中学校区内で連携し、児童生徒の
学習習慣・生活習慣の確立と学力の向上を図り、その成果を県内全ての学校に
普及する。

11,781

20
ふくしまから　はじめよう。未来を拓
く理数教育充実事業

継続 教育庁 義務教育課
　科学技術に対する関心と基礎的素養を高めるとともに、本県の復興を担う人づく
りの一翼を担うため、理数に関して、教員の指導力向上、児童生徒の基礎基本の
確実な定着、専門的な学習の充実を図る。

7,177

21 放射線教育推進支援事業 一部新規 教育庁 義務教育課
　未来を拓く社会の一員として、放射線等に関する基礎的な知識や身の回りで行
われている復興への取組を基に、自ら考え、判断し、行動できる力を育成する。

13,986

22
「生き抜く力」を育む防災教育推進
事業

継続 教育庁 義務教育課
　児童生徒が自然環境、災害や防災について正しい知識を身に付け、災害発生
時における危険を理解するとともに、状況に応じた的確な判断力の育成や、災害
発生時及び事後に地域の安全に役立とうとする態度及び能力を育成する。

2,129

23
（ピュアハートサポートプロジェクト）
人権教育開発事業

継続 教育庁 義務教育課
　人権教育に関し実践的な研究を行う市町村教育委員会に委託し、人権意識を
培うための学校教育の在り方について実践的な研究を行う。

1,000
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

24
（ピュアハートサポートプロジェクト）
道徳教育総合支援事業

継続 教育庁 義務教育課
　東日本大震災の経験から学んだ生命の大切さ、家族愛、郷土愛を考える道徳
教育の推進と、児童生徒の心の発達に寄与する事業が求められており、学校と家
庭・地域が一体となって道徳教育の推進を図っていく。

27,593

25
（ピュアハートサポートプロジェクト）
不登校・いじめ等対策総合推進事
業

新規 教育庁 義務教育課
　東日本大震災・原発事故以来、不登校やいじめ等の児童生徒の問題行動の原
因や背景が複雑化・多様化していることから、学校、関係機関が連携・協力できる
体勢を整え、効果的な支援体制の充実を図る。

2,967

26 サポートティーチャー派遣事業 継続 教育庁 義務教育課
　サポートティーチャーを学校や教育委員会に派遣し、教科の学習を支援するとと
もに、授業外、長期休業時や土曜学習会等における相談活動と学習支援を充実
し、児童生徒の心のケアと学習のつまづきを解消する。

28,299

27 学力向上推進支援事業（義務） 一部新規 教育庁 義務教育課
　指導の改善に資する評価問題の活用を図るとともに、学力調査を実施し、状況
を把握して学習指導の改善を図り、児童生徒の学力向上に資する。

48,878

28
中山間地域インターネット活用学力
向上支援事業

継続 教育庁 義務教育課
　中山間地域の学習指導及び学習環境の充実を図るため、インターネットを活用
したライブ授業や異文化体験等、町村が推進する学力向上の取組を支援する。

12,650

29 被災児童生徒等就学支援事業 継続 教育庁 義務教育課
　東日本大震災や原発事故により被災し、経済的理由により就園困難となった世
帯の幼児に対する幼稚園入園料・保育料、及び経済的理由により就学困難となっ
た小中学生に対し、学用品費の援助を実施した市町村に対し補助を行う。

1,211,229

30
ふくしまの未来を担う高校生海外研
修・グローバル支援事業

一部新規 教育庁 高校教育課

　国際社会に貢献できる人材を育成するため、海外ホームステイ研修や国際交流
に参加する高校生に旅費の一部を補助するとともに、研修に参加した経験やふく
しまの将来像、国際理解や国際協力等を県内外に発信する英語によるプレゼン
テーションコンテストを実施する。

44,172

☆ 31
先駆けの地における再生可能エネ
ルギー教育推進事業

新規 教育庁 高校教育課

　県内小・中・高等学校各２校の実践推進校が、再生可能エネルギーに関する実
用的・専門的な学習の実践を行い、実践事例集の作成・配布及び実践推進校と
県教育委員会のHPへの掲載を通して、各学校での地域の特性を生かした取組の
更なる推進を図る。

5,760

32
復興と未来を担うグローバルリー
ダー育成事業

継続 教育庁 高校教育課

　県立高校１校を指定し、地域等が直面する課題に対して高校生が自ら課題を設
定し、グローバルな視点から探究活動・実践等を行うことにより研究成果を地域に
還元するとともに、将来本県の復興と地域活性化に貢献するグローバルリーダー
を育成する。

13,430

33 サテライト校支援事業 継続 教育庁 高校教育課
　サテライト校を設置する高等学校を対象として、各学校の計画による学力向上・
キャリア教育や生徒の一体感を高める取組を支援する。また、ふたば未来学園高
校等の受験を希望する県内中学生が受験しやすいよう積極的に支援する。

11,974

☆ 34 双葉郡中高一貫校設置事業 一部新規 教育庁
高校教育課
施設財産室

　ふたば未来学園高校の施設や設備、備品、教材等を整備するとともに、同校の
寮及び食堂の施設を運営するための事業などを行い、生徒等の学習及び生活環
境の確保を図る。

3,985,665

35
スーパーグローバルハイスクール
事業

継続 教育庁 高校教育課
　ふたば未来学園高校において、企業、大学等との連携を図りつつ、国際的素養
の育成を始めとした質の高いカリキュラムの開発・実践に取り組む。

12,006

36 英語指導力向上事業 継続 教育庁 高校教育課

　震災からの復興に向けて、国際社会の進展に対応する人づくり及び国際社会に
貢献できるグローバル人材の育成を図るため、小・中・高等学校における英語指
導及び学習評価の改善についての実践研究を行うとともに、その成果を県内の学
校へ普及する。

2,674

37
ふくしま高校生進路実現サポート事
業

継続 教育庁 高校教育課
　生徒の学力向上を図り将来への展望を抱かせるとともに、地域に貢献できる人
材や社会においてリーダーシップを発揮できる人材を育成する。

25,116

38 高校・大学等奨学資金貸付事業 継続 教育庁 高校教育課
　能力があるにもかかわらず、経済的理由により修学困難と認められる高校・大
学等に在学する者に対する奨学資金の貸与を行う。
　また、大学等へ入学予定の者に対して入学一時金の貸与を行う。

605,048

39 サテライト校運営管理事業 継続 教育庁 高校教育課
　県立高校のサテライト校の実習用バスの運営費、体育施設などの賃借料、備品
購入費、教育施設などを支援する。

8,053

40 サテライト校宿泊施設支援事業 継続 教育庁 高校教育課
　県立高校のサテライト校に通学する生徒のうち、保護者の元から通学することが
困難な生徒のため、宿泊施設を確保する。

47,091

★ 41 双葉・南相馬教育復興推進事業 一部新規 教育庁
高校教育課
義務教育課

　双葉郡教育復興ビジョンに基づき、双葉郡内の小・中学校やふたば未来学園高
校において地域の実情を踏まえた特別なカリキュラムを実施するとともに、避難に
よる人口減少が著しい南相馬地域の高校において、地域の課題解決やイノベー
ション・コースト構想に寄与する人材を育成する。

47,338

★ 42
グローバル人材を育む小中連携英
語教育推進事業

新規 教育庁 義務教育課
　文部科学省が公表した「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」を踏
まえ、双葉８町村を対象にした小中連携英語教育モデル事業を推進し、グローバ
ル化に対応した人材の育成を目指す。

13,836

★ 43
ふくしまっ子体力向上総合プロジェ
クト

一部新規 教育庁 健康教育課
　原子力発電所事故により低下した児童生徒の体力向上や肥満傾向児の出現率
を低下させるため、運動能力の向上や食育等による健康増進に向けた事業を展
開する。

71,736

☆ 44
平成29年度南東北インターハイ開
催事業

一部新規 教育庁 健康教育課
　平成２９年度に南東北３県で開催されるインターハイ開催に向け、本格的に本県
選手の強化等を行うとともに、県外強豪校等との交流を通して福島の復興を県内
外にPRする。

109,046

☆ 45 絵画による子どもの心の復興事業 新規 文化スポーツ局 文化振興課
子どもたちの豊かな感性や創造性を育み、子どもの心の復興を図るため、貴重な
名画による絵画展を福島で開催し、未来を担う県内の子どもたちが本物に触れる
機会を創出する。

20,000

再掲
10⑤

再掲
ふくしまから世界へ！「ふくしま夢ア
スリート」育成支援事業（パラリンピ
アン等育成支援事業）

継続 保健福祉部 障がい福祉課
　復興の後押しとして、また、県の復興を全世界に発信する好機となる、２０２０年
東京パラリンピックに出場できるアスリートを育成するとともに、障がい者スポーツ
の裾野拡大を図る。

9,526
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

③　産業復興を担う人づくり

1
ふくしまの子・ふるさとの商店街プ
ロデュース事業

継続 商工労働部 商業まちづくり課

　商店街の賑わい創出とこども達のふるさとへの愛着心（まちづくり参画への第一
歩）を醸成するため、こども達が商店街やまちづくりについて学びながら商店街の
賑わいを取り戻すための取組を検討・実践する。

19,996

★ 2
ふくしまの未来を医療で担う夢応援
事業

新規 教育庁
高校教育課
義務教育課

　将来、医療の仕事に携わり、本県の復興及び社会に貢献したいと願う子どもた
ちの夢の実現に向け、中学生段階においては、医療関係の様々な仕事の紹介や
体験を通して、医療に関する知見を広め、高校生段階においては、地域医療現場
の視察や体験を通して、職種・進学先の決定及び合格に向けた学習意欲の醸成
を図る。

13,994

☆ 3
次世代のふくしまを担う人材育成事
業

継続 教育庁
高校教育課

特別支援教育課

　次世代のふくしまの地域産業（農・工・商・水・家）を支えるスペシャリストの育成
を目指すとともに優れた産業人を育むためのキャリア教育事業として、高等学校
へのインターンシップ支援、小・中学校と専門高校との連携したキャリア教育、特
別支援学校の就労支援を行う。

15,969

4 夢に向かってテクノチャレンジ事業 継続 教育庁 特別支援教育課

　特別支援学校高等部で取り組んでいる進路に関する学習について、全ての学
校が一堂に会し学習成果を発表したり、外部専門家から客観的な評価を受けたり
することをとおして、社会参加・自立につながる学力や技能の向上を図り、震災か
ら立ち上がり自信を持って生きることができる生徒の育成を目指す。

4,003

再掲
1①

再掲
ふくしまで生活基盤を築くための高
校生支援事業

新規 教育庁 高校教育課
　各地区に進路アドバイザーを配置し、県外から帰還を希望する高校生や県内の
高校生に対して求人情報の提供等を行うなど、新規高卒就職希望者がふくしまで
卒業後の生活基盤を築くための取組を行う。

87,605

計 計 計 子ども・若者　合計 17,706,113 71
うち再掲 275,823 5
再掲除く 17,430,290 66
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７　農林水産業再生プロジェクト

整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

①　安全・安心を提供する取組

1
放射性物質除去・低減技術開発事
業

継続 農林水産部 農業振興課
　安全・安心な農林水産物の生産を図るため、放射性物質の除去・低減等の技術
開発を行う。

178,525

☆ 2 ふくしまの恵み安全・安心推進事業 継続 農林水産部 環境保全農業課

　本県農林水産物の安全性確保と消費者の信頼回復を図るため、産地が主体と
なって行う農林水産物の放射性物質検査などの取組を支援するとともに、農産物
安全管理システムなどによる消費段階における安全性の可視化のための活動を
推進する。

707,994

★ 3 米の全量全袋検査推進事業 継続 農林水産部 水田畑作課
　米の全量全袋検査を確実に実施するため、追加的費用に相当する資金繰りを
支援すべく、貸付を実施する。

6,100,000

4 肥育牛全頭安全対策推進事業 継続 農林水産部 畜産課
　牛肉に対する消費者等の信頼を回復するとともに県産ブランドの再生及び肥育
牛農家の経営の安定を図るため、肥育牛を県外へ出荷する際に放射性物質検査
を全頭実施し、安全性の確保を図る。

40,819

5 県産材安全性確認調査事業 継続 農林水産部 林業振興課
　県産材の安全性を確認するため、県内の木材から生産される製材品について、
表面線量の測定を定期的に行い、その結果を広く周知する。

200

再掲
4②

☆ 再掲
農林水産物等緊急時モニタリング
事業

継続 農林水産部 環境保全農業課
　農林水産物等の安全性の確保に向け、緊急時モニタリング検査を実施するとと
もに、その結果を消費者や生産者、流通事業者等に迅速かつ的確に公表する。

322,906

再掲
10①

再掲
チャレンジふくしま消費者風評対策
事業

継続 生活環境部 消費生活課
　食と放射能に関して、県内外の消費者が不正確な情報や思い込みに惑わされ
ることなく、自らの判断で食品の選択ができるよう、風評払拭に資する取組を実
施・支援する。

160,216

②　農業の再生

☆ 1
「ふくしまの宝！」農業復興研究プ
ロジェクト

新規 農林水産部 農業振興課
　本県農業の復興の加速化と地域農業の力強い発展を図るため、高い潜在能力
を持ち全国に誇れる「ふくしまの宝」である宿根カスミソウ、そばのさらなる高品質
化、生産力強化を実現する技術開発に取り組む。

5,295

☆ 2 鳥獣被害対策強化事業 新規 農林水産部 環境保全農業課

　複数市町村と関係団体が参画する広域的な協議会組織を立ち上げ、エリアに属
する市町村等が連携し、協同で効果的な鳥獣害対策に取り組むよう、支援指導を
行う。
　また、イノシシ被害の防止のため、市町村におけるイノシシ捕獲の取組を支援
（補助）。

72,259

☆ 3
学校給食地産地消推進事業（農林
水産部）

新規 農林水産部 農産物流通課

　東京電力福島第一原子力発電所の事故により、県産農林水産物の安全性に対
する信頼が損なわれ、学校給食の現場において、震災前と比較して、県産農林水
産物の使用量が減少している。
　このことから、学校給食における県産農林水産物の積極的な活用を促し、学校
給食を通じた地産地消を図る。

35,535

★ 4
ふくしまプライド日本酒の里づくり事
業

新規 農林水産部
水田畑作課
農業振興課

　県オリジナル品種の育成などにより酒造好適米の作付拡大を促進し県内酒造
業界への供給拡大を図るとともに、主食用米の作付抑制により需給均衡に資す
る。

41,502

☆ 5 あんぽ柿産地再生促進事業 新規 農林水産部 園芸課

　あんぽ柿の加工期間の短縮化のため乾燥器の導入を図り、出荷時期の遅れや
集中化を回避し販売を促進する。また、果実中の放射性セシウム濃度の低下が
見込めない地域を明らかにし、改植等による園地再生を促進し、自立したあんぽ
柿産地を再生する。

25,480

☆ 6 ふくしま園芸産地復興新生事業 一部新規 農林水産部 園芸課
　地震や津波、原発事故により甚大な被害を受けた地域において、園芸作物の営
農再開及び規模拡大するために必要な資機材等導入に対して支援する。 45,861

★ 7 ふくしまの畜産復興対策事業 一部新規 農林水産部 畜産課
　本県畜産業の再生・復興を図るため、肉用牛及び乳用牛の生産基盤の回復
や、避難指示区域等における畜産経営の再開等を支援するとともに、他県に負け
ないブランドの向上に取り組む。

87,116

8
ふくしまから　はじめよう。「食」と
「ふるさと」新生運動推進事業

継続 農林水産部 農林企画課
　「ふくしま農林水産業新生プラン」のめざす姿の実現に向けて、生産から流通・
消費に至る様々な立場の人々が一体となり、その思いと力を一つにして「ふくしま
から はじめよう。『食』と『ふるさと』新生運動」を展開する。

18,744

9
ふくしまから　はじめよう。攻めの農
業技術革新事業

継続 農林水産部 農業振興課
　認定農業者や産地をリードする担い手の技術革新を支援するため、フィールド
ベースにおける農産物の品質向上や経営規模の拡大等に寄与する先進技術の
実証と効果的な普及を図る。

16,065

10
農業短期大学校革新緊急対策事
業

継続 農林水産部 農業担い手課
　本県の農業者研修教育施設である農業短期大学校において、強い営農意欲と
経営感覚を身に付けた卒業生の輩出と就農率の飛躍的向上を目指し、学校運営
はもとより、教育・研修機能の革新を図る。

578,659

☆ 11
ふくしまから はじめよう。農業担い
手経営革新支援事業

継続 農林水産部 農業担い手課
　本県農業の力強い再生を成し遂げるため、生産力と経営能力に優れ、地域農業
をけん引するプロフェッショナルな経営体を育成する。

175,650

12 ふくしま米産地戦略推進事業 継続 農林水産部 水田畑作課
　地域の特色を生かしながら、実需者等と連携して多様な水田農業に取り組む米
産地等の育成を図る。

24,516

13
チャレンジふくしま水田フル活用緊
急対策事業

継続 農林水産部 水田畑作課
　需要が堅調で経営所得安定対策による支援が充実している飼料用米の導入に
より被災地域の営農再開を促進するとともに、水田への園芸作物導入を誘導し稲
作農家の所得確保を図ることにより、本県農業の早期復興に資する。

77,240

14
先端技術活用による農業再生実証
事業

継続 農林水産部 農業振興課
避難地域等において、農業者が意欲と夢を持って農業に再チャレンジできるよう、
産学官がコンソーシアムを編成して先端技術を数多く組み入れた生産システムを
実証する。

93,369

☆ 15 農地利用集積対策事業 継続 農林水産部 農業担い手課
　担い手への農地集積と集約化を行う農地中間管理機構が事業を行うために必
要な経費を助成する。また、機構に農地を貸し付けた者や地域に対して協力金を
交付し、農地の利用集積を促進する。

646,671

☆★：「平成28年度 当初予算主要事業一覧」掲載事業（うち★は「総合計画11の重点プロジェクト」掲載）
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

16 企業農業参入支援強化事業 継続 農林水産部 農業担い手課
　企業等の農業参入を支援し、本県農業の復興及び多様な担い手の確保に資す
る。

14,640

17 被災地域農業復興総合支援事業 継続 農林水産部 農業担い手課
　被災市町村が被災農業者等への貸与を目的に、農業用施設・機械を整備する
経費について補助する。

5,559,009

18 環境保全型農業直接支払事業 継続 農林水産部 環境保全農業課
　農業の有する多面的機能維持・発揮のために、地球温暖化防止や生物多様性
保全に効果の高い営農活動を実践する農業者団体等の取組を支援する。

124,762

19 東日本大震災農業生産対策事業 継続 農林水産部 園芸課 東日本大震災により被害を受けた施設・機械や農地の復旧等を図る。 223,590

20 自給飼料生産復活推進事業 継続 農林水産部 畜産課
　草地の除染が完了するまでの間、畜産農家における安全な粗飼料を確保する
ため、粗飼料の購入に必要な資金の貸し付けを行う。

70,000

21 東日本大震災畜産振興対策事業 継続 農林水産部 畜産課
震災等からの早期復旧復興を図るため、生産力回復に資する施設整備や家畜導
入等の支援、自給飼料生産組織の高度化及び牧草地再生利用を図る取組に対
して支援する。

322,461

22 畜産競争力強化対策整備事業 継続 農林水産部 畜産課
　畜産業の復興・再生を推進するため、地域の中心的経営体（畜産農家、新規参
入者、飼料生産受託組織等）の収益性の向上、畜産環境問題への対応に必要な
施設整備や家畜導入を支援する。

786,450

23
多面的機能支払事業（日本型直接
支払制度）

継続 農林水産部 農村振興課
　農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮のために、農業者等が共同で取り
組む地域活動を支援する。

2,300,012

24
中山間地域等直接支払事業（日本
型直接支払制度）

継続 農林水産部 農村振興課
　中山間地域等における耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能（水源かん養
機能、洪水防止機能）を確保するため、5年間以上継続して農業生産活動等を行
う農業者等の取組を支援する。

1,503,100

25
経営体育成基盤整備事業（一般・
公共）

継続 農林水産部 農村基盤整備課
　将来の農業生産を担う、効率的で安定した経営体（担い手）を育成し、担い手へ
の農地集積を図るため、必要となる区画整理や水路、農道等の整備を行う。

1,470,000

★ 26 復興再生基盤整備事業 継続 農林水産部 農村基盤整備課
　原子力災害による被害を受けた地域（汚染状況重点調査地域に指定された市
町村）について、速やかに農業が再生できるよう、農業生産基盤の整備を実施す
る。

4,430,907

27 災害調査事業 継続 農林水産部 農村基盤整備課

　災害被害地区の復旧工事を早急かつ円滑に執行するため、耕地災害及び海岸
災害の調査等を実施する。
　避難指示区域について、営農ビジョンに対応した復旧・復興を進めるため、基本
となる復興支援調査を実施する。

370,800

28
県単基幹水利施設ストックマネジメ
ント事業

継続 農林水産部 農村基盤整備課
　既存の基幹的な農業水利施設を長寿命化し、ライフサイクルコスト低減、施設の
有効利用を図るため、必要となる補修・更新工事を実施する。

603,750

29 耕地災害復旧事業（県営過年災） 継続 農林水産部 農村基盤整備課
　東日本大震災により被災した農地及び農業用施設の復旧工事を実施し、農業
生産の再開を図る。

4,179,740

30 農家経営安定資金融通対策事業 継続 農林水産部 農業経済課
　災害、固定化負債の解消、中山間地域における経営の維持や農業経営の規模
拡大等のために、農業者等が必要とする資金を円滑に融通するため、当該資金
を融通した農協等に対し利子補給を行い、農家経営の自立及び安定化を図る。

6,828

31
農家経営安定資金融通対策事業
（復興）

継続 農林水産部 農業経済課

　平成23年3月に発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故により、農業経
営に影響を受けている農業者等が必要とする資金を円滑に融通するため、当該
資金を融通した農協等に対し利子補給を行い、営農継続及び営農再開を支援す
る。

38,357

再掲
1①

☆ 再掲 地域産業６次化戦略推進事業 継続 農林水産部 農産物流通課
　本県農林水産業の復興のため、農林漁業者の異業種への参入を推進するとと
もに、県産農林水産物を活用した売れる６次化商品づくりを支援し、所得の向上と
雇用の確保を図る。

85,309

再掲
1①

★ 再掲 ふくしま「医食同源の郷」づくり事業 新規 農林水産部
園芸課

農業振興課

　薬効成分、健康機能性を持つ工芸農作物の生産拡大、販売拡大に向けた取組
に対して支援するとともに、おたねにんじん、エゴマの低コスト安定生産技術等の
試験研究を行う。

51,105

再掲
2①

☆ 再掲 福島県営農再開支援事業 継続 農林水産部 農林企画課
　避難区域等における営農再開に向けた環境を整えるため、営農再開を目的とし
て行う一連の取組を、農地の除染や住民帰還の進捗に応じて切れ目なく支援す
る。

7,186,421

③　森林林業の再生

1
森林整備加速化・林業再生基金事
業

継続 農林水産部 森林計画課

　東日本大震災からの復興を図るとともに、林業の成長産業化を推進するため、
素材生産の効率向上を図る路網整備や高性能林業機械の導入、木材の安定供
給のための木材加工流通施設や森林資源を活用した林業・木材産業の推進を図
るための木質バイオマス利用施設等について事業を実施する。

1,026,377

☆ 2 ふくしま森林再生事業 継続 農林水産部 森林整備課
　原発事故による放射性物質の影響から森林整備が停滞し荒廃が懸念されるた
め、公的主体による森林整備と放射性物質対策を一体的に推進し、多面的機能
を維持しながら森林の再生を図る。

4,779,168

3 広葉樹林再生事業 継続 農林水産部 森林整備課
　放射性物質の影響が比較的小さい地域で、きのこ原木林の再生と将来におけ
る原木の安定供給に向けて広葉樹林の再生を図る。

71,500

4 森林活用新技術実証事業 一部新規 農林水産部 林業振興課
　県内の森林整備を促進するため、放射性物質の影響に対処する施設・設備の
整備をし、実証を行う。

479,630
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

★ 5 ふくしま型ＣＬＴチャレンジ事業 継続 農林水産部 林業振興課
　ＣＬＴ等を核とした新たな木材産業構造を創出し、森林資源の有効利用、地域林
業の振興、県産材の需要拡大を図る。

258,199

6 安全なきのこ原木等供給支援事業 継続 農林水産部 林業振興課
　放射性物質による森林汚染の影響によりきのこ原木等の価格が高騰しているた
め、きのこ生産者の負担を軽減する取組を行う団体を支援する。

250,089

7 治山災害復旧事業 継続 農林水産部 森林保全課
　山地を保全し、住民の生活の安定を確保するため、被災した治山施設の速やか
な復旧を行う。

1,410,232

8 治山事業(一般治山事業) 継続 農林水産部 森林保全課
　山地災害からの県民の生命・財産の保全や水源かん養などの国土保全を目的
として、荒廃林地の復旧や地すべり防止等の治山事業を行う。

360,306

9
ふくしまの未来を育む森と住まいの
ポイント事業

一部新規 土木部 建築指導課
　県産木材を使用して木造住宅の建設等を行う建築主に対して、県産品等と交換
可能なポイントを交付する。

41,600

再掲
4①

再掲 森林除染等実証事業 継続 農林水産部 林業振興課
　林床整備による放射性物質の低減効果について解析・把握し、今後の出荷制限
の解除や再生産に向けた除染技術の実証を行う。

45,346

④　水産業の再生

☆ 1
ふくしまから　はじめよう。漁業再開
ステップアップ事業

一部新規 農林水産部 水産課
　試験操業の促進と早期の漁業再開を図るため、放射性物質の自主検査体制の
構築と新たな漁法に転換する際に必要な漁具・漁労機材の整備、漁業担い手の
本県産水産物の付加価値向上に繋がる取り組み等を支援する。

51,856

2
共同利用漁船等復旧支援対策事
業

継続 農林水産部 水産課
　早急に漁業生産活動の再開を図るため、漁業協同組合等が行う組合員の共同
利用に供する漁船の建造等に対して支援する。

389,684

3 経営構造改善事業 継続 農林水産部 水産課
　水産業の早期復旧を図るため、水産業共同利用施設の整備に対して支援す
る。

142,102

4 漁場復旧対策支援事業 継続 農林水産部 水産課
　漁場の機能を再生・回復させるため、海底に堆積した壊れた建物等の除去工事
の実施や、漁業団体が壊れた建物等を回収する取組を支援する。

1,028,214

5 水産物流通対策事業 継続 農林水産部 水産課
　水産物流通加工業者に対し、遠隔地からの原材料の運搬料等新たに必要と
なった経費に対して支援する。

30,000

6
東日本大震災漁業経営対策特別
資金貸付事業

継続 農林水産部 水産課
　被災した漁業者、水産加工業者等の経営安定のため、震災などで消失した漁
具・設備などの購入や経営維持に必要な資金の融通に対して支援する。

151,276

7 漁業調査指導事業 継続 農林水産部 水産課
　震災後の資源状況に対応した資源管理を推進するため、資源状況の調査を行
うとともに、漁業者への情報提供や新たな管理方策の提案により、漁業者間の協
議を促進する。

130,672

☆ 8 水産種苗研究・生産施設復旧事業 継続 農林水産部 水産課
　水産種苗生産体制を再構築するため、被災した種苗研究・生産施設の建造を実
施する。

3,977,392

9
アワビ・ウニ・アユ栽培漁業振興対
策事業

継続 農林水産部 水産課
　漁業資源の維持・確保を図るため、アワビ等の種苗放流に対する取組を支援す
る。

69,672

10 さけ資源増殖事業 継続 農林水産部 水産課
　さけ資源の維持・増殖を図るため、回帰率の高い大型種苗を適期に放流する取
組に対して支援する。

31,332

再掲
2②

★ 再掲 水産試験研究拠点整備事業 新規 農林水産部 水産課
　原子力災害により被害を受けた本県水産業の復興に必要な、原子力災害起因
等の新たな研究課題への対応を図るため、水産試験場の機能強化を目的とした
施設等を整備する。

92,792

計 計 計 農林水産業　合計 53,599,302 62
うち再掲 7,944,095 7
再掲除く 45,655,207 55

18



８　中小企業等復興プロジェクト

整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

①　県内中小企業等の振興

1 ものづくり企業海外展開支援事業 一部新規 商工労働部 商工総務課
　県、産業振興センター、ジェトロや東邦銀行が協力してタイと中国で開催される
商談会にブースを確保し、県内企業の取引拡大の支援を行う。
　また、TPP協定参加国での展示会に出展する県内企業を支援する。

8,605

2 企業間連携事業 継続 商工労働部 経営金融課

　地理的利便性に優れた郡山市(郡山商工会議所会館）に被災企業支援の拠点
を設置し、各種経営課題に関する知見を有するコーディネーターを配置し避難事
業者の事業継続に重点化した取引・技術支援及び企業間連携、事業承継支援を
行う。

20,207

3
避難地域商工会等機能強化支援
事業費

継続 商工労働部 経営金融課
　被災中小企業等の事業再開・継続を推進し、地域経済の持続的発展と、商工会
等の地元帰還を促進するため、避難指示区域等内にある商工会等の機能を回
復・強化する支援をハード・ソフト両面から行う。

29,115

4 震災関係制度資金推進事業 継続 商工労働部 経営金融課
　東日本大震災により事業活動に影響を受けた中小企業者を支援するため、県
制度資金「ふくしま復興特別資金」及び「震災対策特別資金」について、保証料補
助と損失補償を行う。

500,197

☆ 5 ふくしま復興特別資金 継続 商工労働部 経営金融課
　東日本大震災により事業活動に影響を受けている中小企業者の資金繰りを支
援するため、「ふくしま復興特別資金」について、十分な融資枠を確保する。

52,029,000

6 経営支援プラザ等運営事業 継続 商工労働部 経営金融課
　中小企業支援の全県拠点である「福島県経営支援プラザ」を設置し、復興に向
けた様々な経営課題にワンストップで適切に対応できる総合的な支援を行う。

107,995

7
中小企業制度資金貸付金
（ふくしま産業育成資金）

継続 商工労働部 経営金融課
　環境や再生可能エネルギーなど今後の発展が見込まれる産業を育成するた
め、さらに除染業者及び県内に本社機能を有し業歴5年以上の方を支援するた
め、「ふくしま産業育成資金」について、十分な融資枠を確保する。

5,876,000

★ 8
原子力災害被災事業者事業再開
等支援事業

新規 商工労働部 経営金融課
　被災１２市町村で被災した中小企業・小規模事業者の事業再開等を集中的に支
援し、当該地域における働く場の創出や、買い物をする場などまち機能の早期回
復を図るため、初期投資費用の一部を補助する。

2,356,267

★ 9 事業再開・帰還促進交付金事業 新規 避難地域復興局
避難地域復興課

原子力損害対策課

　事業者が帰還しやすい環境を整備するため、避難指示等区域のある市町村が
住民に地元事業者からの購入を促すことで需要の喚起を図る取組に対し交付金
を交付する。

1,397,844

★ 10 中小企業等復旧・復興支援事業 継続 商工労働部 企業立地課

　東日本大震災及び原子力災害により被害を受けた中小企業等の復旧・復興を
支援するため、建物・設備の借り上げや修繕に対して経費の一部を補助する。ま
た、被災１５市町村に帰還した事業者に対し、取引回復に要する経費を補助す
る。

481,986

11
輸送用機械関連産業集積育成事
業

継続 商工労働部 企業立地課
　自動車関連メーカーと商談会を開催し、県内企業が新技術やQCD等の提案をす
ることで、開発力・技術力・提案力の向上を図り、新技術等への対応強化を促進
するとともに、新たな取引拡大を支援する。

4,469

12 ふくしま産業競争力強化支援事業 継続 商工労働部 企業立地課
　原発事故による風評や海外製品との競争激化など厳しい環境にあるモノづくり
企業に対し、専門家による現場改善指導を行い企業の収益力向上・競争力強化
を図り、取引拡大につなげる。

5,336

☆ 13
中小企業等グループ施設等復旧整
備補助事業

継続 商工労働部 企業立地課
　東日本大震災及び原発事故により甚大な被害を受けた中小企業等の事業再開
に向け、中小企業等グループによる一体的な復旧・復興事業に対し、経費の一部
を補助する。

24,400,000

★ 14 航空宇宙産業集積推進事業 新規 商工労働部 企業立地課
　今後の成長が期待される航空宇宙産業に参入していくのに必要となる認証規格
の取得に向け、認証規格の解説セミナーや企業訪問により参入の方向性を確認
し、産業集積を推進していく。

35,928

15 放射能測定事業 継続 商工労働部 産業創出課
　県内製造業における風評被害への対応として、検査に伴う事業者の負担軽減と
検査の迅速化、検査頻度の向上を図るため、工業製品や加工食品の放射能測定
業務を行う。

3,614

16
商工業者のための放射能検査支
援事業

継続 商工労働部 産業創出課
　風評被害払拭のため、商工会議所連合会や商工会連合会が行う加工食品の放
射能測定検査に係る経費の一部を補助する。

14,700

17
福島の未来を担う開発型企業育成
支援事業

継続 商工労働部 産業創出課
　県内のものづくり中小企業が、下請型企業から開発型企業へと転換を図るため
の支援を行うことで、震災からの復興（受注回復）と更なる発展（成長産業への進
出）を後押しする。

81,718

18 地域産業復興支援事業 継続 商工労働部 産業創出課
　東日本大震災等の影響により、受注の減少した本県中小企業に対して、自社の
保有技術を活かした新商品開発の支援を行うとともに、企業の販売力を強化する
ため、展示会出展等経費の一部を助成する。

25,440

19 成長産業等人材育成事業 継続 商工労働部 産業人材育成課
　産業復興に向けて、「再生可能エネルギー関連産業」、「医療機器関連産業」や
「ロボット関連産業」に対応したカリキュラムの見直し等により、学生及び一部企業
の在職者を対象とした人材育成をおこなう。

10,318

☆ 20 県産品振興戦略実践プロジェクト 継続 観光交流局 県産品振興戦略課
　平成25年3月策定の県産品振興戦略に基づき、風評払拭のための情報発信、
地場産業者の商品力・市場競争力の強化、国内外への販路開拓・拡大等の事業
を総合的に実施し、県産品のイメージ回復、ブランド力の向上を図る。

64,641

21
チャレンジふくしま首都圏情報発信
拠点事業

継続 観光交流局 県産品振興戦略課
　風評払拭と本県のイメージ回復、さらには震災の風化防止を図るため、首都圏
情報発信拠点「日本橋ふくしま館」の円滑な管理運営を行うとともに、効果的な情
報発信や催事等を実施する。

94,910

再掲
1①

☆ 再掲 健康ビジネス創出支援事業 新規 商工労働部 商工総務課

　健康ビジネス創出に向けた意識高揚や全国の先駆的取組を県内企業等へ横展
開するため、シンポジウムや商談会を開催する。
　また、県内企業による県産農産物を使用した高齢者・要介護者向け食品の開発
実証事業や、県内食品製造企業の県内外のスーパー等への販路開拓の支援を
行う。

12,637

☆★：「平成28年度 当初予算主要事業一覧」掲載事業（うち★は「総合計画11の重点プロジェクト」掲載）
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

再掲
1①

★ 再掲
将来を担う産業人材確保のための
奨学金返還支援事業

新規 商工労働部 商工総務課
　本県産業の将来を担う優秀な人材を確保するため、地域経済を牽引する業種
へ県内就職する学生に対し、奨学金返還の支援を行う。

78,034

再掲
1①

★ 再掲
チャレンジふくしま中小企業上場支
援事業

新規 商工労働部 商工総務課
　本県出身首都圏大学生などのUターン就職の受け皿となる魅力ある県内企業を
増やすため、県内金融機関と連携して県内の上場企業を増加させる。

5,679

再掲
1①

★ 再掲 ふくしま産業人材育成支援事業 継続 商工労働部 産業人材育成課
　県内中小企業の工場長等を対象としてＱＣＤ（品質、コスト、納期）向上に資する
カリキュラムを実施し、生産プロセス面での向上を図り、県内中小企業の企業力
強化及び活力溢れる地域経済の構築を図る。

10,846

再掲
1①

★ 再掲
原子力災害被災事業者等総合支
援事業 一部新規 商工労働部

経営金融課
雇用労政課

　中小企業・小規模事業者の身近な支援機関である金融機関、商工会等、税理
士のほか専門的支援機関が連携し、対応が難しい経営課題の解決方針を検討す
る委員会を設置して効果的な支援を実施するとともにモニタリング巡回相談会に
より実効性を高める。
　また、県内企業が首都圏から専門的な知識を有する人材を受け入れる場合、お
試し就業期間における人件費等を助成する。

61,435

再掲
3①

★ 再掲
ふくしま産業復興雇用支援事業
（復興雇用支援事業）

継続 商工労働部 雇用労政課
　産業施策と一体となった安定的な雇用の確保を支援するため、企業の雇用経費
を助成する。

7,177,420

再掲
1①

★ 再掲 ふくしまものづくり人材確保事業 新規 商工労働部 企業立地課
　本県経済を支えるものづくり企業の産業基盤強化を目的とし、県内外大学、県
内高校に対し県内企業の情報発信と工場見学会等を行い、ものづくり企業の人
材確保につなげる。

17,383

再掲
1①

★ 再掲 まちなか活性化担い手育成事業 新規 商工労働部 商業まちづくり課

　東日本大震災及び原子力災害の影響とともに、経営者の高齢化や、後継者不
足等により賑わいが失われているまちなかの復興を担う人材や商店街の若手後
継者等を育成する。

19,127

再掲
1①

★ 再掲 リノベーションまちづくりプロジェクト 新規 商工労働部 商業まちづくり課

　地域住民、市町村、民間事業者が協働で今ある地域資源を活かし、磨き上げ、
活用するために、まちの魅力の核形成に対する支援やリノベーションまちづくりの
担い手育成に取り組む。

28,232

再掲
6③

再掲
ふくしまの子・ふるさとの商店街プ
ロデュース事業

継続 商工労働部 商業まちづくり課

　商店街の賑わい創出とこども達のふるさとへの愛着心（まちづくり参画への第一
歩）を醸成するため、こども達が商店街やまちづくりについて学びながら商店街の
賑わいを取り戻すための取組を検討・実践する。

19,996

再掲
1①

再掲
戦略的産業復興人材育成支援事
業

一部新規 商工労働部 産業創出課
　県内の産業復興に向けて、その担い手となる人材育成を義務教育段階から在
職者までトータルで支援するための体制整備と事業展開により、産業人材育成を
推進する。

9,909

再掲
2①

☆ 再掲 復興まちづくり加速支援事業 継続 商工労働部 商業まちづくり課

　避難解除等区域への住民の帰還を支援するため商業機能の確保を図るととも
に、地域コミュニティを支える地域商業の再生と安全・安心なまちづくりを推進する
ことで東日本大震災及び原子力災害からの復興・再生を図る。

137,007

再掲
10①

☆ 再掲
県産品輸出回復緊急情報発信事
業

新規 観光交流局 県産品振興戦略課
　震災前の主要輸出先であった香港における県産品の風評を払拭し輸出販路回
復へと繋げるため、現地での信用力・発信力を有する事業者と連携し、特に業務
筋の現地関係者へ向けて、継続的に県産品の魅力と安全性を情報発信する。

10,873

再掲
1①

★ 再掲 クリエイティブ伝統工芸創出事業 新規 観光交流局 県産品振興戦略課
　本県の伝統工芸産業の新たなブランド価値を創出するため、地方でのものづくり
に興味・関心が高い様々な分野のクリエイターと県内の伝統工芸事業者等との
マッチングを行う。

30,559

②　企業誘致の促進

☆ 1
原子力被災地等企業立地促進事
業

新規 商工労働部 企業立地課
　原子力被災地等で整備が進む工業団地への企業立地を促進するため、企業経
営者等を招聘し、被災地視察・研修会を開催する。

3,283

2
ふくしま産業復興企業立地補助金
雇用確保支援事業

新規 商工労働部 企業立地課
　ふくしま産業復興企業立地補助金の指定企業に対し、専門的な知識を有する企
業を介し、計画通りの新規地元雇用者確保のための情報提供や調査などの支援
（各企業の要望に合った個別サポート）を行う。

38,972

★ 3

ふくしま産業復興企業立地支援事
業
（小事業：ふくしま産業復興企業立
地補助金）

継続 商工労働部 企業立地課
　企業の生産拡大及び雇用創出を図るため、県内で新増設を行う企業に対し、初
期投資費用の一部を補助する。

45,813,500

4

ふくしま産業復興企業立地支援事
業
（小事業：工業団地造成利子補給
金）

継続 商工労働部 企業立地課
　本格的な産業復興のための基盤となる工業団地の早急な再生と分譲価格の低
減による販売促進のため、工業団地を造成する市町村に対し、利子相当分を補
助する。

71,434

5
いわき四倉中核工業団地整備分譲
事業

継続
商工労働部

企業局
企業立地課
経営・販売課

　福島復興再生特別措置法に基づき中小機構より譲り受けた工業用地につい
て、第1期未分譲用地に係る販売・維持管理を行うとともに第2期区域の造成を行
う。

1,095,937

6 相馬工業用水道第２期整備事業 継続 企業局 工業用水道課
　復興事業等として計画されている民間火力発電事業等で必要となる工業用水
の供給のため、浄水施設・配水施設等を新たに整備して給水能力の向上を図るこ
とにより、本県の復興と再生に寄与する。

1,290,350

計 計 中小企業等　合計 143,480,903

うち再掲 7,619,137
再掲除く 135,861,766
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９　新産業創造プロジェクト

整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

①　再生可能エネルギーの推進

★ 1
チャレンジふくしま再生可能エネル
ギー普及拡大事業

一部新規 企画調整部 エネルギー課

　地域が主体となった再生可能エネルギー事業の導入を促進する事業や、空き家
対策と一体となった再生可能エネルギー設備等の導入を図るモデル事業に新た
に取り組むとともに、引き続き住宅用太陽光発電設備の設置を支援するほか、小
水力や風力発電等の事業可能性調査やバイオガス発電設備の導入に対する経
費の一部を補助する。

1,028,244

★ 2 再生可能エネルギー復興支援事業 継続 企画調整部 エネルギー課
　使用していない原子力発電所の送電線等を活用した避難解除区域等における
再生可能エネルギーの導入を図るため、発電設備や送電線等の整備に対する経
費の一部を補助する。

4,489,271

3
再生可能エネルギー市町村支援事
業

継続 企画調整部 エネルギー課
　福島県復興支援員を設置し、地域住民が主体となった再生可能エネルギーの
導入による地域づくりの実現を支援する。

25,630

★ 4
ふくしま省エネ促進総合モデル事
業

新規 生活環境部 環境共生課
　「福島議定書」事業に参加する中小企業や市町村立学校において、モデル的に
オフィス、特別教室等の照明等の高効率化を図り、その効果の発信を通して地域
における省エネルギー意識の向上を促進する。

82,712

5
再生可能エネルギー導入等による
防災拠点支援事業

継続 生活環境部 環境共生課
　「福島県地球温暖化対策等推進基金」を活用し、災害時に防災拠点となる公共
施設への再生可能エネルギー等の導入支援を行う。

461,006

6
チャレンジふくしま成長分野産業グ
ローバル展開事業

一部新規 商工労働部
産業創出課

医療関連産業
集積推進室

　医療機器関連及び再生可能エネルギー関連産業について、県内企業等が有す
る技術・製品を広く国内外に発信し、販路拡大を支援する。

91,288

★ 7
再生可能エネルギー関連産業育
成・集積事業 継続 商工労働部 産業創出課

　再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を図るため、産学官の連携により
ネットワークの形成から県内企業の技術の高度化及び販路開拓まで、体系的・戦
略的な施策を展開する。

63,025

☆ 8
ふくしまから はじめよう。産総研福
島拠点連携技術開発推進事業

継続 商工労働部 産業創出課
　産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所と連携した技術開発支援
を通じて、県内企業の技術高度化等を推進する。

50,516

9
県営住宅太陽光発電導入事業（再
生・復興）

新規 土木部 建築住宅課
　東日本大震災の原子力災害を契機として、原子力に依存しない県づくりを推進
するため、既設県営住宅の集会所において、再生可能エネルギーである太陽光
発電装置を設置する。

10,000

10
道路敷を活用した再生可能エネル
ギーの導入

一部新規 土木部 道路計画課
　県が管理するトンネルなどの道路照明用の電力を賄うため、太陽光などを利用
した再生可能エネルギー施設を設置する。

5,000

11 県有建築物省ＣＯ2推進事業 新規 土木部 営繕課

　県が地球温暖化対策及び再生可能エネルギー導入を率先して実施していくた
め、県有建築物についての省エネルギー対策と再生可能エネルギー導入の目標
水準等を示した整備指針を策定し、これに基づき一次エネルギー消費量を削減す
る建築物の整備を行うとともに、市町村や民間の建築物への普及を図る。

7,656

12
福島県省エネルギー住宅改修補助
事業

新規 土木部 建築指導課
　既存住宅における省エネルギー化を推進するため、本県における住宅の断熱
改修の実態や市場ニーズ、断熱改修の効果・費用、施工性等を調査・検討する。
また、既存戸建住宅の断熱改修工事に要する費用の一部を補助する。

64,000

13
県有施設維持補修事業
（県立学校高効率照明改修事業）

一部新規 教育庁 財務課

　県立学校の体育館等の照明設備をLED等の高効率照明に改修し、学習環境の
改善と県有施設における省エネルギー化を促進するとともに、生活環境部と連携
し、生徒を通じて環境負荷低減に関する意識啓発活動を実施し、家庭や地域にお
ける省エネルギー意識の醸成を図る。

52,100

再掲
7③

再掲
森林整備加速化・林業再生基金事
業

継続 農林水産部 森林計画課

　東日本大震災からの復興を図るとともに、林業の成長産業化を推進するため、
素材生産の効率向上を図る路網整備や高性能林業機械の導入、木材の安定供
給のための木材加工流通施設や森林資源を活用した林業・木材産業の推進を図
るための木質バイオマス利用施設等について事業を実施する。

1,026,377

再掲
7③

再掲 森林活用新技術実証事業 一部新規 農林水産部 林業振興課
　県内の森林整備を促進するため、放射性物質の影響に対処する施設・設備の
整備を支援し、実証を行う。

479,630

②　医療関連産業の集積

1
医療機器工場生産体制強化等事
業

継続 保健福祉部 薬務課
　安全性が高く高品質な「ふくしまブランド」の医療機器生産を促進させるため、品
質マネジメントや医療機器安全管理に関する３段階のコースを通じて、人材養成
に取り組む。

2,671

☆ 2 ふくしま医療福祉機器開発事業 継続 商工労働部
医療関連産業
集積推進室

　本県が復興計画において重点プロジェクトに位置付けた「医療関連産業の集
積」を進めるため、企業等の研究開発等に対する補助を行う。

1,062,824

★ 3
医療機器開発・安全性評価拠点整
備事業

継続 商工労働部
医療関連産業
集積推進室

　東日本大震災・原子力発電所事故からの復興を目指して、本県が世界に貢献
する医療産業集積クラスターとなるべく、ソフト、ハードの拠点整備を進める。

5,234,101

4
救急・災害対応医療機器開発推進
事業

継続 商工労働部
医療関連産業
集積推進室

　優れた医療関連産業の基盤と医学・工学・ICTなどを専門とする大学の連携によ
り、現場での救急救命を可能とする可搬型医療機器等の開発を推進する。

323,703

☆ 5
福島医薬品関連産業支援拠点化
事業

継続 商工労働部
医療関連産業
集積推進室

　医療関連産業の集積と県民の健康維持・増進を図るため、福島県立医科大学
に対して、がん医療分野を中心とした新規薬剤の研究開発を促進するための創
薬拠点（医療－産業トランスレーショナルリサーチセンター）の整備費と研究開発
経費を補助する。

4,330,655

再掲
9①

再掲
チャレンジふくしま成長分野産業グ
ローバル展開事業

一部新規 商工労働部
産業創出課

医療関連産業
集積推進室

　医療機器関連及び再生可能エネルギー関連産業について、県内企業等が有す
る技術・製品を広く国内外に発信し、販路拡大を支援する。

91,288

③　ロボット関連産業の集積

☆★：「平成28年度 当初予算主要事業一覧」掲載事業（うち★は「総合計画11の重点プロジェクト」掲載）
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

1
 チャレンジふくしま「ロボット産業革
命の地」創出事業

一部新規 保健福祉部
高齢福祉課
地域医療課

　高齢者介護施設等で介護支援ロボットを先進的に導入するモデル事業を実施
し、介護職員の労働負担軽減効果を検証し、普及啓発を図る。
また、病院において最先端のサイボーグ型動作支援ロボットのリハビリ効果を検
証し、支援を行う。

175,649

★ 2
チャレンジふくしま「ロボット産業革
命の地」創出事業

一部新規 商工労働部 産業創出課

　ふくしまロボットバレーの形成に向けて、県内企業や大学などによる災害対応等
ロボットやロボット要素技術の開発補助、ハイテクプラザなどによる被災地復興に
資するロボット開発、災害対応等ロボットの導入補助、若い世代の意識向上を図
るためロボットフェスタふくしま開催に取り組む。

444,034

再掲
2②

★ 再掲
イノベーション・コースト構想推進事
業

新規 商工労働部 産業創出課
　イノベーション・コースト構想に基づき、浜通り地域の産業復興を図るため、ロ
ボットテストフィールドや国際産学官共同利用施設の整備及び運営法人の設立を
行う。また、地元企業との連携等による実用化開発等の補助を行う。

14,297,540

計 計 新産業創造　合計 33,898,920

うち再掲 15,894,835
再掲除く 18,004,085
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１０　風評・風化対策プロジェクト

整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

①　農林水産物をはじめとした県産品の販路回復・開拓

☆ 1 学校給食地場産物活用事業 新規 教育庁 健康教育課

　地域でとれた新鮮な食材を活用し、栄養バランスがとれた日本型食生活を体験
させることで児童生徒の望ましい食生活の形成を図る。また、児童生徒に感謝の
心や郷土愛を育むため、学校給食において地場産物を取り入れる市町村の取り
組みを支援する。

5,115

2
チャレンジふくしま消費者風評対策
事業

継続 生活環境部 消費生活課
　食と放射能に関して、県内外の消費者が不正確な情報や思い込みに惑わされる
ことなく、自らの判断で食品の選択ができるよう、風評払拭に資する取組を実施・
支援する。

160,216

☆ 3
県産品輸出回復緊急情報発信事
業

新規 観光交流局 県産品振興戦略課
　震災前の主要輸出先であった香港における県産品の風評を払拭し輸出販路回
復へと繋げるため、現地での信用力・発信力を有する事業者と連携し、特に業務
筋の現地関係者へ向けて、継続的に県産品の魅力と安全性を情報発信する。

10,873

☆ 4
チャレンジふくしま農林水産物販売
力強化事業

一部新規 農林水産部 農産物流通課
　本県農林水産業の復興を図るため、消費者等の信頼回復に向けた効果的かつ
戦略的なプロモーション等を積極的に展開する。

1,558,034

再掲
8①

☆ 再掲 県産品振興戦略実践プロジェクト 継続 観光交流局 県産品振興戦略課
　平成25年3月策定の県産品振興戦略に基づき、風評払拭のための情報発信、地
場産業者の商品力・市場競争力の強化、国内外への販路開拓・拡大等の事業を
総合的に実施し、県産品のイメージ回復、ブランド力の向上を図る。

64,641

再掲
8①

再掲
チャレンジふくしま首都圏情報発信
拠点事業

継続 観光交流局 観光交流課
　風評払拭と本県のイメージ回復、さらには震災の風化防止を図るため、首都圏
情報発信拠点「日本橋ふくしま館」の円滑な管理運営を行うとともに、効果的な情
報発信や催事等を実施する。

94,910

再掲
10④

再掲 県産品・企業等連携強化事業 継続 観光交流局 県産品振興戦略課
　県産品の風評払拭とイメージ回復を図るため、県外の企業等に対し県産品の贈
答品としての活用を要請するためのカタログを作成するとともに、企業マルシェの
開催等に適切に対応できるよう「日本橋ふくしま館」の外販機能を強化する。

17,987

②　観光誘客の促進・教育旅行の回復

1 磐梯山ジオパーク推進事業 継続 企画調整部 企画調整課

　磐梯山周辺の観光振興、自然保護への理解促進、環境教育の推進及び火山に
よる地域防災意識の高揚等を目的に、磐梯山ジオパークが世界ジオパーク認定
を目指すための取組を支援する。
※ジオパークとは･･･自然景観や地形をもとに、その土地の成り立ちや動植物、そ
こで暮らす人びとの歴史や文化を学び、体感することができる自然公園

2,545

☆ 2
チャレンジふくしま観光復興キャン
ペーン事業

継続 観光交流局 観光交流課
　風評払拭と本県観光の本格的な復興のため、観光素材の磨き上げや新たな魅
力づくり、さらには国内外に向けた強力なプロモーションなどを実施する。

450,859

3 会議等誘致・交流促進事業 継続 観光交流局 観光交流課
　風評払拭と本県観光の復興、地域の交流人口拡大のため、地域経済に大きな
効果の見込まれる大規模なコンベンションや、長期宿泊需要の見込まれる学生の
合宿の誘致を図る。

63,268

☆ 4 海外風評対策事業 一部新規 観光交流局 観光交流課
　国際観光の再生と海外での風評払拭を図るため、主要市場におけるプロモー
ションを展開するとともに、「福島特例通訳案内士」の育成・活用を行う。

135,000

★ 5
ビジットふくしま外国人誘客復興事
業

一部新規 観光交流局 観光交流課
　国際観光の再生と海外での風評払拭を図るため、トップセールスを始めとしたプ
ロモーションを展開するとともに、外国人観光客の受入体制の強化及び広域連携
による誘客促進を行う。

58,455

6 福島県教育旅行再生事業 継続 観光交流局 観光交流課
　教育旅行の再生のため、震災と原子力災害を経験した本県ならではの教育旅
行プログラムを造成し、その魅力を教育旅行関係者（教員、保護者、旅行代理店）
に伝えるための取組を行う。

75,450

★ 7 教育旅行復興事業 一部新規 観光交流局 観光交流課
　教育旅行の復興のため、貸切バス運賃の制度改正に伴うバス料金の値上がり
に対する経費の一部補助を行うとともに、教育旅行誘致キャラバンや情報発信等
を行う。

167,198

8
指定文化財保存活用事業（災害復
旧事業）

継続 教育庁 文化財課
　東日本大震災により被災した国・県指定文化財の文化財の修理・保存事業を実
施する場合に経費を助成する。

11,687

再掲
1①

★ 再掲 ふくしまＤＭＯ推進プロジェクト事業 新規 観光交流局 観光交流課
　依然として風評被害に苦しむ本県観光の再生と観光による地域づくりを促進す
るため、観光地の維持・成長に向けて総合的なマネジメントを担う組織である「日
本版ＤＭＯ」の形成を推進する。

27,908

再掲
1①

★ 再掲
ふくしまヘルスツーリズム実証モデ
ル事業

新規 観光交流局 観光交流課
　本県観光の復興と地域経済の活性化を図るため、新たなヘルスケア産業の創
出の一環として、健康増進をテーマとした観光素材を提供する「ヘルスツーリズ
ム」を推進する。

6,278

再掲
10④

☆ 再掲
ふくしま定住・二地域居住推進基盤
再生事業

一部新規 観光交流局 観光交流課
　風評を払拭し、定住・二地域居住を推進するため、県内各地域の市町村や民間
団体と協働で対策を講じながら、「ふくしまファンクラブ」の運営を通じて、本県の魅
力を粘り強く発信する。

15,000

再掲
10④

再掲 ふくしま交流拡大プロジェクト 継続 観光交流局 観光交流課
　風評を払拭し、観光や物産のみならず、東京オリンピック等その他本県の様々な
取組の「今」を多くの方に直接知っていただくため、首都圏においてオール福島で
臨む大規模交流イベントを開催する。

44,143

再掲
11②

☆ 再掲 福島空港復興加速化推進事業 一部新規 観光交流局 空港交流課
　福島空港を本県の空の玄関口として再生させるため、国際線の再開のための支
援や国際チャーター便の支援を実施するとともに、空港を核とした各種イメージ
アップ事業を実施する。

94,434

再掲
1①

☆ 再掲 道の駅を拠点とした観光促進事業 一部新規 土木部 道路整備課
　現在の道の駅は休憩として立ち寄る施設から観光・買物の目的地として地域の
振興の核となりつつある。観光の拠点として外国からの観光客の案内も今後見込
まれることから、観光情報の外国語コンテンツの制作を行う。

7,000

☆★：「平成28年度 当初予算主要事業一覧」掲載事業（うち★は「総合計画11の重点プロジェクト」掲載）
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

③　国内外への正確な情報発信

★ 1
チャレンジふくしま戦略的情報発信
事業

一部新規 総務部 広報課

　根強く残る風評と時間の経過とともに加速する風化の防止を図るため、市町村、
国、民間企業等と連携し、復興の歩みを進める本県の姿や食と観光等の魅力を
国内外に向けて発信することにより、本県への理解を深め、共感と応援の輪を拡
大する取組を実施する。

435,976

2 ふくしま復興促進連携事業 継続 企画調整部 企画調整課
　平成23年3月11日に発生した東日本大震災の犠牲者を追悼するとともに、コン
サート、シンポジウム、他県と連携したフォーラム等を行うことで東日本大震災及
び原子力災害からの復興と風評の払拭、風化の防止を図る。

33,977

3 未来をつくるプロジェクト 継続 企画調整部 復興・総合計画課
　風化防止、風評払拭に向けて、全国の支援者等に対して、ふくしまの現状、復興
に向けた取組を伝え、理解・絆を深めるため、企業や自治体訪問を実施する。

7,015

4
ふくしま元気創造・発信イベント事
業

継続 企画調整部 地域政策課
県民に元気と活力を創出するため、復興の原動力となる県民、特に若者にとって
魅力的なイベントの開催を支援する。

25,981

★ 5
チャレンジふくしま世界への情報発
信事業

一部新規 生活環境部 国際課

　本県の復興の取組や現状、魅力などについて正確な情報を発信し、風評払拭・
風化防止を図るため、海外における復興PRや在外県人会と連携した取組、駐日
大使・JET青年等を対象とした視察やセミナーの実施、ペルー・マチュピチュ村との
交流事業などを行う。

75,711

6
第１１回食育推進全国大会開催事
業

一部新規 保健福祉部 健康増進課

　国民の食育に関する理解を深め、食育推進に向け、積極的な活動を促す食育
月間における食育推進県民運動としての中核的行事として大会を行う。共食を通
じた地域づくり等食育による地域再生に着目し、福島を元気にする大きな力となる
大会とする。また、地域の食文化等にも光を当てるとともに、福島の状況について
全国へ正確な情報発信を行い、風評被害の払拭等復興の一助とする大会と位置
づける。

33,290

7 全国植樹祭準備事業 継続 農林水産部 森林保全課

　平成30年に開催する全国植樹祭について、県民参加の森林づくりを進め、緑豊
かなふるさとを再生するとともに、復興に向けて力強く歩み続ける県民の姿と、国
内外からの支援に対する感謝の気持ちを広く発信するシンボル事業となるよう準
備を進める。

71,654

再掲
2②

★ 再掲 アーカイブ拠点施設関連事業 一部新規 文化スポーツ局 生涯学習課
　イノベーション・コースト構想に位置付けられたアーカイブ拠点施設の設置の実
現に向けた活動を推進するとともに、震災資料の収集強化及び分類、震災資料の
有効活用を図る。さらに、アーカイブ拠点施設に係る基本構想の策定を行う。

26,568

再掲
4①

再掲 緊急時・広域環境放射能監視事業 継続 危機管理部 放射線監視室
　福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質の拡散に対する環境監視を行
うとともに、測定結果を広く公表する。

1,995,738

再掲
2②

☆ 再掲 復興祈念公園調査事業 継続 土木部 まちづくり推進課 　復興祈念公園の基本計画策定に必要な現況データの収集等を実施する。 133,900

④　ふくしまをつなぐ、きずなづくり

1 県人会事業 継続 総務部 県民広聴室
　県外避難者や本県出身者との絆をより強めるため、県人会総会等様々な場で本
県の情報提供等を行う。

1,354

2 地域密着型プロスポーツ応援事業 継続 企画調整部 地域政策課
　本県を本拠地とするプロスポーツチームを、ふくしま復興のシンボルチームとして
県民が一体となって応援する文化を育み、復興へ歩む県民活力の向上や地域の
活性化を図るため、県がホームゲームのスポンサーとなる等の支援を行う。

51,850

3 サッカーを通じたふるさと再生事業 継続 企画調整部 地域政策課
　一時移転を余儀なくされているJFAアカデミー福島のJヴィレッジでの再開に向け
た礎を築き、アカデミーと県民の絆を再構築するため、アカデミーの選手などを本
県に招へいし、県内の子どもたちとの交流を図る。

2,310

★ 4 地域創生総合支援事業 継続 企画調整部 地域振興課
　市町村や民間団体等が行う地域振興のための事業に対し補助を行い、住民が
主役の個性と魅力にあふれる地域づくりを総合的に支援するとともに、地方振興
局が中心となって、地域固有の課題解決に向けた効果的な事業を実施する。

890,810

5
地物が一番！ふくしまからはじめよ
う。推進事業

継続 企画調整部 地域振興課

　地産地消の推進は、地域所得の向上や地域産業の育成・ブランド化などの観点
から重要であることから、県産品の消費拡大、再生可能エネルギーや観光施設の
利用拡大など、商工業、観光業などあらゆる分野において幅広く展開することと
し、その一環として、地産地消の取組の中から、特に優れた取組について「ふくし
ま地産地消大賞」として表彰し、地産地消の更なる普及・啓発を図る。

1,125

6
ふくしまパフォーミングアーツプロ
ジェクト

継続 文化スポーツ局 文化振興課

　県内の中高生が、プロの劇作家、音楽家等のアドバイスを得ながら、ミュージカ
ルの創作・公演を行い、「明日のふくしま」を創造する力を育むとともに、目標に向
かってチャレンジする子どもたちの活動状況など、「ふくしまの今」を県内外へ発信
する。

31,371

7
ふるさと・きずな維持・再生支援事
業

継続 文化スポーツ局 文化振興課
　震災等からの本県の復興を図るため、復興支援等を行うNPO法人等による取組
を支援することにより、高い運営力を有するNPO法人等を育成し、復興活動等の
促進を通して、本県のきずなの維持・再生を図る。

111,529

8 アートによる新生ふくしま推進事業 継続 文化スポーツ局 文化振興課

　地域の活性化を図るとともに、子どもたちの心豊かな成長を育むため、アーティ
ストが地域に滞在し、地元住民と交流しながらワークショップを行うなど、「森林文
化」「子どもたち」をテーマとしたアート事業を実施し、新たな福島のイメージを発信
する。

14,038

☆ 9
ふくしま定住・二地域居住推進基盤
再生事業

一部新規 観光交流局 観光交流課
　風評を払拭し、定住・二地域居住を推進するため、県内各地域の市町村や民間
団体と協働で対策を講じながら、「ふくしまファンクラブ」の運営を通じて、本県の魅
力を粘り強く発信する。

15,000

10 ふくしま交流拡大プロジェクト 継続 観光交流局 観光交流課
　風評を払拭し、観光や物産のみならず、東京オリンピック等その他本県の様々な
取組の「今」を多くの方に直接知っていただくため、首都圏においてオール福島で
臨む大規模交流イベントを開催する。

44,143

11 県産品・企業等連携強化事業 継続 観光交流局 県産品振興戦略課
　県産品の風評払拭とイメージ回復を図るため、県外の企業等に対し県産品の贈
答品としての活用を要請するためのカタログを作成するとともに、企業マルシェの
開催等に適切に対応できるよう「日本橋ふくしま館」の外販機能を強化する。

17,987

12
ふくしまから　はじめよう。森林との
きずな事業

一部新規 農林水産部 森林計画課
　震災や原子力災害発生以降の福島県の森林の現状に対する理解を深め、森林
づくり意識の浸透や拡大を図るため、森林環境に関する情報の発信と森林づくり
活動の推進を図る。

30,965
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

13
ふくしまを十七字で奏でよう絆ふれ
あい支援事業

新規 教育庁 社会教育課
　家庭や地域の人と人とのかかわりの中で感じた思いや願いや震災からのさらな
る復興を願った「ふくしま」への思い等を綴った十七音の作品を募集し、県内外に
広く発信する。

4,332

14
東日本大震災福島県復興ライブラ
リー整備事業

継続 教育庁 社会教育課
　東日本大震災に関連する資料等を収集・保存し、広く県民に情報を提供するとと
もに、移動図書館車の巡回により資料の貸出を行う。

8,286

15
地域の「きずな」を結ぶ民俗芸能支
援事業

継続 教育庁 文化財課
　継承の危機に瀕している民俗芸能に対して、継承に関わる人材養成を支援する
ため、流失・毀損した用具類の新調・修理に要する費用及び稽古に参集する経費
や演目を披露するための経費について補助し、地域のきずなの再生を支援する。

8,550

再掲
1①

☆ 再掲 ＩＣＴまちづくり推進事業 新規 企画調整部 情報政策課

　市町村におけるICTを活用したまちづくりの取組を推進するため、健康、地域おこ
し・観光と防災を組み合わせた総合的なまちづくりアプリ開発を県と市町村が共同
で行う。
また、事業で構築したアプリを県内市町村に展開していくため、ICT復興まちづくり
検討会を実施する。

32,988

再掲
6②

☆ 再掲 絵画による子どもの心の復興事業 新規 文化スポーツ局 文化振興課
　子どもたちの豊かな感性や創造性を育み、子どもの心の復興を図るため、貴重
な名画による絵画展を福島で開催し、未来を担う県内の子どもたちが本物に触れ
る機会を創出する。

20,000

再掲
1④

再掲
NPO強化を通じた若者定着・地域
活性化事業

一部新規 文化スポーツ局 文化振興課

　ＮＰＯ法人の自立的活動を促進するため、ＮＰＯ法人の経営基盤やマネジメント
能力の強化を図る取組や学生のＮＰＯ法人におけるインターンシップ活動等を行う
取組及び復興に向け意欲ある企業、NPO法人、大学生が連携・協力して、地域の
課題解決に資する事業を検討する機会の創出を行う。

29,341

再掲
3①

再掲
ふくしまから　はじめよう。「地域の
たから」民俗芸能承継事業

継続 文化スポーツ局 文化振興課

　存続の危機にある民俗芸能の継承・発展のため、公演の機会を提供するととも
に、民俗芸能団体の実情に応じた総合的な支援を行う。地域の象徴ともいうべき
民俗芸能の復活等を支援することで、ふるさととの絆を維持するとともに誇りや愛
着心を喚起し、震災からのこころの復興を図る。

18,764

⑤　東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸを契機とした情報発信・交流促進

1
ふくしまから世界へ！「ふくしまＪア
スリート」強化支援事業 一部新規 文化スポーツ局 スポーツ課

　東京オリンピックを見据え、本県から将来の活躍が期待される１５歳から２０歳の
青少年を「ふくしま夢アスリート」として指定し、国際的な競技力向上を目指したＪＯ
Ｃや中央競技団体等の実施する強化練習会などへの参加とそのサポートとして指
導支援、医科学支援を行う。また、２１歳を超える日本トップレベルの実績を持つ
アスリートに対し強化練習会などへの参加を支援する。

26,535

☆ 2
Ｕ１５野球ワールドカップ関連推進
事業

新規 文化スポーツ局 スポーツ課

　平成２８年夏にいわき市で開催されるＵ１５野球ワールドカップにおいて、野球を
通したスポーツの振興、子どもたちへの教育支援を行うほか、海外からの選手等
へのおもてなしを行うことにより、交流人口の拡大や地域経済の活性化を図るとと
もに、復興へ向かう本県の姿を発信し、風評の払拭を図る。

35,165

3
ふくしまスポーツＶプロジェクト

新規 文化スポーツ局 スポーツ課

　オリンピック等国際大会の選手選考の対象となる全国大会における上位入賞を
目指し、強化練習会や強化試合等を通して本県選手の焦点的な競技力強化を図
り、選手の活躍を通じて県民を勇気づけ、東京オリンピックへの機運を醸成すると
ともに、復興へ向かう本県の姿を国内外に発信する。
また、競技の拠点施設における用具の整備を支援することにより、競技会の安定
的な開催や運営を図る。

102,708

★ 4
2020年東京オリンピック・パラリン
ピック関連復興推進事業

一部新規 文化スポーツ局 文化振興課
　2020年東京オリンピック・パラリンピックを風評払拭と復興の更なる加速化の契
機とするため、事前キャンプ誘致活動をはじめとした関連事業を実施する。

34,390

5
ふくしまから世界へ！「ふくしま夢ア
スリート」育成支援事業（パラリンピ
アン等育成支援事業）

継続 保健福祉部 障がい福祉課
　復興の後押しとして、また、県の復興を全世界に発信する好機となる、２０２０年
東京パラリンピックに出場できるアスリートを育成するとともに、障がい者スポーツ
の裾野拡大を図る。

9,526

★ 6
東京オリンピック・パラリンピック農
産物供給体制緊急支援事業

新規 農林水産部 環境保全農業課

　本県農業の風評払拭と風化対策を効果的に進めるため、福島県の強みを活か
し産地が安全性を消費者等に客観的に説明できる第三者認証ＧＡＰ等を導入し
て、2020年東京オリンピック・パラリンピックへの食材供給を通じた情報発信をする
ことで、他産地に負けない魅力の発信と消費者の信頼回復を図る。

16,378

計 計 風評・風化対策　合計 7,470,256 56

うち再掲 2,629,600 16
再掲除く 4,840,656 40
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１１　復興まちづくり・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

①　津波被災地等の復興まちづくり

1
知のネットワークを活用した復興推
進事業

継続 企画調整部 企画調整課
　地域だけでは解決できない課題の解決を図るため、専門的知見を有する研究
者等を含む調査研究会を設置して解決策の検討を行い、その実践に向けた取組
を支援する。

4,789

★ 2 復興基盤総合整備事業 継続 農林水産部 農村基盤整備課
　津波による被害地域及び周辺の農業が速やかに再生できるよう、農地の大区
画化等を実施するとともに、避難地域12市町村の再生加速化を図るため、農地・
農業用施設の総合的な整備を実施する。

10,047,381

3 海岸災害復旧事業（県営・過年災） 継続 農林水産部 農村基盤整備課 　東日本大震災により被災した海岸保全施設等を復旧し、背後農地を保全する。 3,151,800

4 治山事業(海岸防災林造成事業) 継続 農林水産部 森林保全課
　津波により大きな被害を受けた海岸防災林について、十分な林帯幅を確保し、
盛土及び植栽等により、多重防御の一環として津波防災機能を強化した復旧・整
備を図る。

16,178,622

☆ 5 道路整備事業 継続 土木部 道路整備課
　災害に強く安全で安心なまちづくりを支えるため、海岸堤防や防災緑地などと一
体的な道路を整備する。

12,579,294

6 復興交付金事業（街路） 継続 土木部 まちづくり推進課
　東日本大震災による津波被災を受けた地域の災害に強いまちづくりを進めるた
め、都市防災機能を有する街路整備を行う。

706,685

7 復興交付金事業（防災緑地） 継続 土木部 まちづくり推進課
　通常時は緑地として機能し、津波発生時には津波被害を軽減する防災緑地を整
備する。

5,347,000

☆ 8 公共災害復旧費 継続 土木部 河川整備課
　東日本大震災により被災した海岸施設等の公共土木施設を復旧し、地域の安
全安心を確保する。

44,991,463

9 河川改修事業 継続 土木部 河川整備課
　東日本大震災により被災した河口部の河川堤防について、津波・高潮対策とし
て実施する海岸堤防の整備に併せて河川堤防の嵩上げを実施し、浸水被害の軽
減を図る。

6,111,400

10 海岸整備事業 継続 土木部 河川整備課
　東日本大震災により被災した海岸堤防について、津波被害に強い地域づくりを
推進するため、津波・高潮対策として海岸堤防の築堤及び嵩上げ等により無堤区
間を解消し、浸水被害の軽減を図る。

1,514,100

☆ 11 砂防事業 新規 土木部 砂防課
　東日本大震災による被災箇所及び震災により土砂災害のおそれが生じた箇所
において、土砂災害から県民の生命や財産を保護し、民生の安定と県土の保全
図る。

1,670,000

②　復興を支える交通基盤の整備

1 只見線活用による奥会津振興事業 新規 生活環境部 生活交通課
　奥会津地域において、人口減少に歯止めをかけるとともに、地域の活力を維持・
発展させるため、JR只見線を核とした観光の振興による交流人口の拡大を図り、
地域創生を進める。

30,982

2 JR只見線復旧推進事業 継続 生活環境部 生活交通課
　ＪＲ只見線の復旧を促進するため、利活用促進、広報及び連携組織運営に関す
る事業を実施する。

3,000

3 只見線復旧復興基金積立事業 継続 生活環境部 生活交通課
　平成２３年７月新潟・福島豪雨災害及び東日本大震災からのＪＲ只見線の早期
全線復旧に向け、復旧事業及び利活用促進事業を支援するための鉄道復旧復
興基金への積立を行う。

669,754

☆ 4 福島空港復興加速化推進事業 一部新規 観光交流局 空港交流課
　福島空港を本県の空の玄関口として再生させるため、国際線の再開のための
支援や国際チャーター便の支援を実施するとともに、空港を核とした各種イメージ
アップ事業を実施する。

94,434

☆ 5 （仮）大熊IC整備の促進 継続 土木部 高速道路室
　大熊町の帰還や復興の各種施策を進める重要施設として追加IC整備支援を行
うもの。また、中間貯蔵施設への除去土壌等の県内各地からの運搬にあたって、
安全性、効率性の向上を図るものである。

98,900

☆ 6 （仮）双葉IC整備の促進 継続 土木部 高速道路室
　双葉町の帰還や復興の各種施策を進める重要施設として追加IC整備支援を行
うもの。また、中間貯蔵施設への除去土壌等の県内各地からの運搬にあたって、
安全性、効率性の向上を図るものである。

158,000

7 直轄道路整備事業の負担金 継続 土木部 道路計画課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、本県の骨格をなす基幹的な
道路の整備を促進する。

9,670,800

8
国道１１５号相馬福島道路事業の
負担金

継続 土木部 高速道路室
　被災地の早期の復旧・復興を図るため、国道１１５号相馬福島道路の整備を促
進する。

6,140,333

☆ 9 会津縦貫道整備事業 継続 土木部
高速道路室
道路整備課

　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、本県の骨格をなす基幹的な
道路（会津縦貫道）を整備する。

717,000

★ 10 ふくしま復興再生道路整備事業 継続 土木部 道路整備課
　避難解除等区域の復興を周辺地域から強力に支援するため、広域的な物流や
地域医療、産業再生を支える８路線を整備する。

13,582,360

☆★：「平成28年度 当初予算主要事業一覧」掲載事業（うち★は「総合計画11の重点プロジェクト」掲載）
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整理
番号

事　　業　　名 区分 担当部局 （担当課） 事　業　概　要
事業費

(単位：千円)

☆ 11 地域連携道路等整備事業 継続 土木部 道路整備課
　浜通りと中通り・会津との東西の広域的なネットワークの強化を図るとともに、災
害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、地域連携道路等を整備する。

16,747,730

12 緊急現道対策事業 継続 土木部 道路管理課
　原発事故に起因する迂回交通や復興事業等により交通量が増加している路線
において、緊急的な現道対策を実施する。

240,000

13 橋梁耐震補強事業 継続 土木部 道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、橋梁の耐震補強を進め、防
災機能の強化を図る。

322,000

14 災害防除事業（落石対策等） 継続 土木部 道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、落石対策等を進め、防災機
能の強化を図る。

2,267,000

15 道路機能強化事業（路盤改良等） 継続 土木部 道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、路盤改良など道路機能を強
化し、防災機能の強化を図る。

1,897,000

16
小名浜港東港地区国際物流ターミ
ナル整備事業

継続 土木部 港湾課
　国際バルク戦略港湾に選定された小名浜港の取扱量の増大、船舶の大型化等
に対応するため、国と共同で岸壁・泊地・橋梁等の整備やふ頭の埋立造成を行
う。

6,881,000

③　防災・災害対策の推進

1 県庁舎整備に要する経費 継続 総務部 施設管理課
　耐震改修工事を始めとして安全性の確保に必要な改修及び補修工事を実施す
る。

1,529,548

2 合同庁舎整備に要する経費 継続 総務部 施設管理課 　合同庁舎の耐震性能や設備の状況を踏まえ、必要な改修を行う。 242,825

☆ 3 危機管理拠点整備事業 継続 危機管理部 危機管理課 　新たに建設される北庁舎内に整備される危機管理拠点の整備事業 60,876

4 危機管理・情報発信推進事業 新規 危機管理部 危機管理課
　危機管理拠点が開所することを契機に、防災等関係機関との連携の一層の強
化を図るとともに、県民へのわかりやすい広報を推進し、防災意識の高揚、防災
教育の推進を図ることにより県民の安全･安心を確保する。

3,555

★ 5 福島県防災対策強化事業 一部新規 危機管理部 災害対策課
　防災体制を強化するため、防災士の養成や緊急車両用の燃料備蓄等を行うとと
もに、自助の促進を図るため、日赤と連携した防災フェアの開催や自主防災組織
への講師派遣等を実施する。

21,367

6 火山防災対策事業 継続 危機管理部 災害対策課
　活動火山対策特別措置法に基づき、吾妻山、安達太良山、磐梯山の山ごとに設
置する火山防災協議会の運営を行う。

915

7 原子力防災体制整備事業 継続 危機管理部 原子力安全対策課
　東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた取組などの不測の事態に備
え、原子力防災体制の充実・強化を図る。

627,656

8 自治体クラウド推進支援事業 継続 企画調整部 情報政策課
　災害に強い自治体システムを構築するため、「自治体クラウド検討部会」を開催
し、県内市町村の情報システムの現状と課題、体制整備等の調査・検討を行い、
県内市町村への「自治体クラウド」の普及・啓発を図る。

167

☆ 9
広域災害福祉支援ネットワーク構
築支援事業

一部新規 保健福祉部 社会福祉課
　広域災害福祉支援ネットワークの構築を図り、福祉・介護関連団体等との協議
の場を設け、平常時から福祉・介護専門職で構成する「災害派遣福祉チーム」を
養成し、災害時要配慮者に対する支援体制を整備する。

12,105

10 福祉避難所の指定促進事業 一部新規 保健福祉部 保健福祉総務課

　東日本大震災における福島県の震災関連死の第１位である「避難所における生
活の心身の疲労」を繰り返さないために、高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、病
弱者等に配慮がなされた福祉避難所の指定を促進するとともに、災害発生は、迅
速に福祉避難所が開設され、適切なケアが行われる体制を整備する。

466

11 震災対策農業水利施設整備事業 継続 農林水産部 農村基盤整備課
　農業用ダム・ため池の防災・減災対策を進めるため、耐震性の検証やハザード
マップの作成を行う。

215,045

12 福島県建築物耐震化促進事業 継続 土木部 建築指導課
　不特定多数の県民が利用する民間の大規模建築物や、県が指定する防災拠点
建築物（被災時に避難所等として使用する建築物）の耐震化を促進するため、必
要な経費の補助等を行う。

145,111

13
土砂災害防止法に基づく基礎調査
推進事業

新規 土木部 砂防課
　土砂災害防止法に基づき、土砂災害警戒区域等を指定するための基礎調査を
実施するもの。

420,000

計 計 計 復興まちづくり　合計 165,102,463 40

うち再掲 0 0
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